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３－２－３ 概略設計図 

 

概略設計図を次ページより添付する。 

 

サッカル気象レーダー塔施設 

 

 配置図 ：A -01 

 1 階平面図 ：A -02 

 M2 階平面図 ：A -03 

 2 階平面図 ：A -04 

 3 階平面図 ：A -05 

 4, 5 階平面図 ：A -06 

 6, 7 階平面図 ：A -07 

 8, 9 階平面図 ：A -08 

 立面図 1 ：A -09 

 立面図 2 ：A -10 

 断面図 ：A -11 

 

 機材・家具レイアウト図 1 ：EQ-01 

 機材・家具レイアウト図 2 ：EQ-02 

 機材・家具レイアウト図 3 ：EQ-03 

 機材・家具レイアウト図 4 ：EQ-04 
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３－２－４ 施工計画／調達計画 

 

３－２－４－１ 施工方針／調達方針 

 

 本プロジェクトは、気象観測機材、通信機材の調達・据付及び建築工事からなり、それらの整合性

を図ることが重要である。 

 

1） 事業実施主体 

 本プロジェクトの事業実施主体は、内閣府航空部傘下の PMD であり、コンサルタント契約及びコン

トラクター契約の契約当事者である。PMD はパキスタンの気象業務を行う唯一の政府機関であり、気

象観測、気象データ通信、データ処理・解析、気象予報、気象情報伝達と、気象に係わる全ての業務

を行っている。 

 

2） コンサルタント 

 パキスタン政府及び日本国政府間での交換公文（E／N）及びパキスタン側と JICA の間での贈与契

約（G／A）署名後、本プロジェクトのコンサルティング・サービス契約が早急に締結されることが肝

要である。コンサルティング・サービス契約は、PMD と、日本国の法律に従って設立され、日本国内

に主たる事務所を有し、且つ JICA の推薦を受けたコンサルタントの間で締結される。 

 コンサルティング・サービスの契約締結後、コンサルタントは本プロジェクトのコンサルタントと

なる。コンサルタントはパキスタン及び日本国内で詳細設計を行い、技術的仕様書、図面、図表等を

含む入札書類を作成する。これに加え、コンサルタントは PMD が主催する入札会の補助を行い、本プ

ロジェクトを成功裏に完了するために施工・調達監理を引き続き行う。 

 

3） 請負者（コントラクター） 

 本プロジェクトの請負者（機材調達業者及び建設工事業者）は、一定の資格を有する日本国法人を

対象とした一般競争入札により選定される。選定された請負者は、PMD と結ばれる契約に基づき、施

設建設、機材製作・調達・設置等を行う。 

 

 

３－２－４－２ 施工上／調達上の留意事項 

 

＜機材設置に関する留意事項＞ 

気象レーダーシステム、コンピューターをはじめ、複雑な電気・電子回路を有する機器類が本プロ

ジェクトで建設されるレーダー塔施設に据付けられる。建設工程に従い、電源装置、バックアップ装
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置機器の据付け、機器の調整・配線時には、電気技術者の派遣が必要である。また、レーダーシステ

ム、コンピューター機器、複雑な気象観測機器の設置、調整、試験稼動時には、全システムに高い精

度と機能を発揮させるため、気象レーダーシステム、データ伝送、コンピューターネットワーク、ソ

フトウェア等技術者の派遣が必要となる。高い精度と機能は、正確な気象観測に欠かすことができな

いものである。 

更に、PMD による機材の適切で効果的な運用保守をはかるため、据付け工事期間中及び据付け完了

後に、派遣された技術者より PMD 技術者への技術移転として、現地研修（OJT）を実施する。 

 

 

３－２－４－３ 施工区分／調達・据付区分 

 

本案件の実施にあたり、日本国無償資金協力とパキスタン側の施工区分を次に示す。 

表55  プロジェクトの実施期間中及び完了後の日本国無償資金協力とパキスタン側の施工区分 

No. 項目 
日本政府無償資金

による負担範囲 

パキスタン（PMD） 

による負担範囲 

 一般項目   
1 パキスタンで必要な制度上、法律上の手続き全般  ● 
2 パキスタンで必要な環境影響評価手続き（必要であれば）  ● 

3 

本プロジェクトにおいて輸入される資機材に対する免税手続き及び陸

揚げ港での通関手続きに必要な書類の通関業者/輸送業者（請負業者に

より雇用された）に対する提供及びプロジェクト実施期間中及び瑕疵

期間中に不具合が発生した機材及び/又は予備品をメーカーの工場に

て修理/交換/再輸入するための手続き 

 ● 

4 

PMD イスラマバード本局及び PMD カラチにおいて、本プロジェクトの実

施に必要となる、コンサルタントと請負業者に必要なインターネット

接続可能な作業スペースの提供 

 ● 

5 海外（日本）からの材料や機材の海上（航空）輸送 ●  
6 パキスタンの陸揚げ港から各サイトまでの国内輸送 ●  

7 

パキスタン以外の日本及び諸外国（従属国を含む）国籍を有する、本

プロジェクト実施に関与する人員のビザ発給の保証（期間延長を含む）

及び必要な手続き等、パキスタン入国及び滞在に必要となる事項 

 ● 

8 

契約に基づいた製品やサービスの供給に関連した、日本及び諸外国（従

属国を含む）国籍を有する、本プロジェクト実施に関与する人員に対

して、被援助国で課される関税、内国税、その他の課税の免除 

 ● 

9 銀行口座の開設（銀行取極め）  ● 

10 
コンサルタント及び請負業者の支払授権書発行及び支払授権書修正

（要請に応じて）のための銀行手数料の支払い 
 ● 

11 
本プロジェクトの実施に必要な、日本の無償資金が負担する項目以外

の全ての費用負担 
 ● 

12 
既設 PMD ローリ・サッカル気象観測所施設の撤去（日本側からのプロ

ジェクトの引渡し完了後） 
 ● 

13 
単身赴任者用カテゴリーIII 住居施設の建設（日本側からのプロジェク

トの引渡し完了後） 
 ● 

 安全対策項目   
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14 

安全に係る 大限の対応と、本プロジェクトの実施前及び実施期間中

の各サイトにおける日本及び諸外国（従属国を含む）国籍を有する、

本プロジェクト実施に関与する人員の安全確保 

 ● 

15 
現地警察によるサッカル気象レーダー観測所計画サイト（PMD ローリ・

サッカル気象観測所）周辺の警備の手配 
 ● 

16 
現地警察によるコンサルタント及びコントラクター要員の宿舎周辺の

警備の手配 
 ● 

17 

コンサルタント及びコントラクター要員の宿舎とサッカル気象レーダ

ー観測所計画サイト（PMD ローリ・サッカル気象観測所）間の移動時の

現地警察によるエスコート警備の手配 

 ● 

18 

サッカル気象レーダー観測所計画サイト（PMD ローリ・サッカル気象観

測所）正門側のセキュリティ境界壁建設（高さ 4m）＋有刺鉄線（車止

めゲート＋スライド式主ゲート:幅 4m 及び裏ゲート:幅 4m を含む） 

●  

19 工事期間中に使用する防犯カメラ及び夜間監視用照明の設置 ●  

20 
サッカル気象レーダー観測所計画サイト（PMD ローリ・サッカル気象観

測所）内の警備員（24 時間、3 交代制）の配置 
●  

21 
工事期間中の警備用機器(車下確認用ミラー、門型金属探知機及びハン

ディ型金属探知機)の調達 
●  

22 
コンサルタント及びコントラクター要員の非常時連絡用の衛星携帯電

話及び Wi-Fi 用ポケットルーター 
●  

 気象レーダー塔施設建設   

23 
建設工事前までに、サッカル気象レーダー観測所計画サイト（PMD ロー

リ・サッカル気象観測所）の盛土、転圧、整地 
●  

24 

コンサルタント及び建設請負業者の事務所、作業場、建築資材倉庫等の

仮設設備のため、サッカル気象レーダー観測所計画サイト（PMD ロー

リ・サッカル気象観測所）におけるスペースの提供 

 ● 

25 気象レーダー塔施設建設に必要となる関係機関からの許可取得  ● 

26 

建設工事前までに、サッカル気象レーダー観測所計画サイト（PMD ロー

リ・サッカル気象観測所）内に気象レーダー塔施設に必要な、容量

200kVA 以上の商用電源（400V、3 相 4 線、50Hz）の基幹電気ラインか

らの敷設（電柱、ケーブル等を含む）の確保 

 ● 

27 

建設工事前までに、サッカル気象レーダー観測所計画サイト（PMD ロー

リ・サッカル気象観測所）内に気象レーダー塔施設に対する商用電源供

給に必要なステップダウントランス（容量 200kVA 以上）の設置（400V、

3 相 4 線、50Hz） 

 ● 

28 
サッカル気象レーダー観測所計画サイト（PMD ローリ・サッカル気象観

測所）内にある既設電線及び観測露場の移設 
 ● 

29 
サッカル気象レーダー観測所計画サイト（PMD ローリ・サッカル気象観

測所）内に気象レーダー塔施設に必要な電話設備の整備 
 ● 

30 建設作業のための仮設（電気）の提供  ● 

31 

気象レーダー塔施設建設のための 

a) 建築・土木工事 

b) 電気設備工事（避雷設備を含む） 

c) 空調・換気設備工事 

d) 衛生設備工事 

●  

32 
調達機材設置及び気象レーダー塔施設運用上必要となる家具の調達・

設置 
●  

33 気象レーダー塔施設の一般的な家具の調達・設置  ● 
34 ガーデニング、敷地内外の外部照明等の屋外施設の整備  ● 

35 
気象レーダー塔施設及び設備運用・維持管理に関しての、請負業者に

よる PMD に対する初期運用研修 
●  

36 適切な研修受講職員配置及び派遣費用負担（日当、交通費、宿泊費等）  ● 
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37 
機材設置の完了日から12ヶ月間の請負業者による本プロジェクトで建

設された気象レーダー塔施設に対する保証の提供 
●  

 機材の設置作業   

38 
設置作業中に必要となる資材、工具及び機材の仮設保管場所の無償提

供 
 ● 

39 サッカル気象レーダーシステム及び偏波機構試験装置の周波数の取得  ● 

40 

気象レーダーシステムの観測データを送信するために必要となる VPN

（Virtual Private Network）構築のための信頼性が高く且つ高速なイ

ンターネット環境の提供（サッカル気象レーダー観測所、PMD イスラマ

バード本局 国家気象予報センター他、全てのプロジェクトサイト） 

 ● 

41 

供給される機材（PC 端末及び周辺機器）への IP アドレスの提供及びネ

ットワークを構築するために必要な既存機器の設定（ルーターの設定

等） 

 ● 

42 
供給される機材（PC 端末及び周辺機器）を設置するため、PMD の既設

施設（プロジェクトサイト）での必要スペースの確保 
 ● 

43 本プロジェクトの実施に必要な機材の調達・設置・調整 ●  
44 本プロジェクトで調達される機材の設置用家具の調達・設置・調整 ●  
45 リライアビリティーテスト、 終テスト、全システムの稼働開始 ●  

46 
調達機材の運用・維持管理及びレーダーデータ/プロダクト表示ソフト

ウェアに関する、請負業者による PMD に向けた初期運用研修 
●  

47 
レーダー画像に河川、湖沼、ダム、行政区域（地方、州、市、区、区

等）を表示するために必要な地図データの作成/調達の支援 
 ● 

48 適切な研修受講職員配置及び派遣費用負担（日当、交通費、宿泊費等）  ● 

49 
機材設置の完了日から12ヶ月間の請負業者による本プロジェクトで設

置された機材に対する保証の提供 
●  

50 

図書購入、燃料費、電話代、申請手数料（気象レーダーシステムの周

波数の取得、気象レーダー塔施設建設に必要となる許可取得）等の支

払い 

 ● 

 本プロジェクト完了後   

51 

機材の円滑な運用・維持管理に必要な職員（確固たる技術と気象レー

ダーの運用・維持管理に関する豊富な経験を有する責任者を含む）の

配置 

 ● 

52 
機材の円滑な運用・維持管理に必要な予備部品や消耗品の調達及び PMD

が希望するのであれば、機材メーカーとの維持管理契約の締結 
 ● 

53 
本プロジェクトで建設された気象レーダー塔施設が長期にわたり効率

的に機能するための適切な運用・維持管理 
 ● 

54 
本プロジェクトで建設された施設と調達機材の長期にわたる効果的利

活用 
 ● 

55 円滑な気象レーダー観測と予報業務に必要な予算と人員の確保  ● 

56 
全てのオペレーティングシステム/アンチウィルス/アプリケーション

ソフトウェアの定期的なアップデート 
 ● 

57 

データ保管のスケジュールに沿った、レーダー観測生データとレーダ

ープロダクトの保管に必要となる適切な数と容量を有するディスクメ

ディア、ハードディスク、ソリッドステートディスクの調達 

 ● 

 

上表の No.18 及び No.23 の負担項目は規模が大きく、土木建設工事に関する特殊技術知識や経験が

必要となることから、気象組織である PMD による工事実施・監理は困難である。プロジェクト実施の

遅延を防止するためにも、実施予算を日本国側負担経費に含めて、サッカル気象レーダー塔施設建設

工事の一部として本プロジェクトのコントラクター（施設建設工事会社）により実施する計画とした。
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気象レーダー塔施設建設工事期間及び工事後において盛土及び転圧の施工品質に起因した事故や盛

土及び転圧に関する瑕疵責任の不明確化等のリスクも考えられることから、盛土を含めたレーダー塔

建設全体の品質に関する責任を一元化することは、施工管理上のリスク回避の観点から重要である。 

 

＜サッカル計画サイトの盛土、転圧、整地（上表の No.23）＞ 

サッカル気象レーダー観測所構築のための計画サイトである PMD ローリ・サッカル気象観測所は、

前面道路よりも 0.9m～3m 以上低く、周辺では一番地盤が低いことに加え、周辺地域は、排水溝及び

下水溝が未整備の状態であることから、降雨時には、周辺域の雨水が集中して PMD ローリ・サッカル

気象観測所に入り込み、計画サイトが泥濘んだ状態となってしまう。そのため以下に示すように、約

11,000m3の盛土が必要となる。実施に必要な期間は 1.5 ヶ月で、盛土は、セキュリティ境界壁建設後

に実施される。 

 

• サッカル気象レーダー観測所の敷地面積：50.2m×90.0m＝4,518m2 

• 敷地内の必要盛土深さ：北西角 3.0m、北東角 3.0m、南西角 0.9m、南東角 1.3m 

• (3.0m＋3.0m＋0.9m＋1.3m)÷4＝2.05m（平均盛土深さ） 

• 盛土量：4,518m2（敷地面積）×2.05m（平均盛土深さ）＝9,261.9m3 

• 9,261.9m3×1.2（積算上の割増率）＝11,114.28m3  

• 盛土に転用する敷地内にある丘の土量＝約 200m3 

• 必要な盛土量：11,114.28m3－200m3＝10,914.28m3≒約 11,000m3 

 

また盛土を適切に実施するには、以下の土木に関連する特殊な専門知識と豊富な経験が必要となる。 

 

1. 盛土材料の選定：盛土材料の性質を把握し、圧縮性が小さく盛土後の沈下や変形が少ないこと、

トラフィカビリティ（施工現場の地面が建設機械の走行に耐えられるかどうかを表す度合）の

確保、支持力確保の確認 

2. 盛土の材料調整：専門技術者による盛土材料の含水比調整または粒度調整の実施 

3. 敷きならし：盛土材料の運搬、敷きならし機械の選定、盛土敷きならし厚さの管理計画の策定 

4. 締固め：試験盛土を実施し、締固めに用いる施工機械や締固め回数などの施工方法の決定 

5. 品質管理：密度測定及び強度測定、締固めの品質管理の実施 

 

＜セキュリティ境界壁建設＋有刺鉄線（上表の No.18）＞ 

セキュリティ境界壁等の建設に関しては、シンド州警察、サッカル警察、JICA 現地事務所の安全ア
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ドバイザーとの協議結果及び JICA 安全対策ガイダンスに規定されているものであり、安全対策上事

業実施の前提条件となる。プロジェクトの実施期間中の安全を確保するため、サッカル気象レーダー

観測所構築のための計画サイトを囲うためのセキュリティ境界壁建設（計画 GL からの高さ 4m、鉄筋

コンクリート製基礎・柱・臥梁を含む）＋有刺鉄線（出入口ポール式バリケード＋出入口スチール製

スライド式ゲート:幅 4m を含む）を整備する必要がある。セキュリティ境界壁等の建設は不動沈下の

リスクに鑑みて盛土上には建設できないため、セキュリティ境界壁等の建設の後に盛土を実施する必

要がある。 

• セキュリティ境界壁建設高さ 4m：約 263m 

• 実施に必要な期間：4.0 ヶ月 

 

 

３－２－４－４ 施工監理計画／調達監理計画 

 

1） 施工監理主要方針 

① 日本を含む諸外国国籍を有する、本プロジェクトに任命された人員の安全確保を第一優先とす

る。 

② 我が国の無償資金協力方針及び準備調査設計内容に従い、機材調達、施工監理業務を実施する。 

③ 関係機関や担当者と密接に連絡をとる。 

④ 公正な立場に立って、施工関係者に対して迅速かつ適切な指導と助言を行う。 

⑤ 災害を引き起こすであろう気象現象の発生を的確に把握し、安全を 優先に工事を進める。 

 

2） 工事監理体制 

① 施設建設工事期間及び機材据付期間中は現地常駐監理者を 低 1 名パキスタンに派遣する。常

駐監理者は PMD の担当者とともに、施工指導、監理等を行う。 

② 機材の設置・調整及びソフトウェアインストールに際しては、適宜コンサルタント監理者（各

システム・装置に関する技術者）を現地に派遣し、指導・検査等を行う。 

③ 国内に支援要員を配置し、機材の性能検査、調整、検査等に立ち会う。 

④ サイトでのデータ伝送テスト時には、適宜関連技術者を現地に派遣する。 

 

3） 監理業務内容 

① 監理業務 

コンサルタントは実施機関の代理として入札関連・調達監理業務を実施する。 

② 施工図、資機材等の検査・確認 

コンサルタントは、コントラクターから提出される施工図、製作図等の検査・確認を行う。 
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③ 進捗監理 

コンサルタントは、必要に応じて実施機関や在パキスタン日本国大使館、JICA パキスタン事務

所を含む関係機関へ進捗状況を報告する。 

④ 支払い承認手続き 

コンサルタントは、支払い手続きに関する協力を行う。 

 

３－２－４－５ 建設工事に関する品質管理計画 

 

サッカルでは、4 月、5 月、6 月及び 7 月の日中の気温が 40 度を超える時が多々あることから、コ

ンクリート温度が 30 度を超す暑中コンクリート対策や外気温が下がる夜間でのコンクリート打設作

業が必要となる。暑中コンクリートを含むコンクリートの品質管理として、コンクリート打設時の外

気温とコンクリート温度を測定し、コンクリートの品質を確保する。主要工種の品質管理計画は、以

下の通りである。 
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表 56  品質管理計画 

工事 工種 管理項目 方法 備考 

躯体工事 ｺﾝｸﾘｰﾄ工事 ﾌﾚｯｼｭｺﾝｸﾘｰﾄ 

ｺﾝｸﾘｰﾄ強度 

ｽﾗﾝﾌﾟ･空気量･温度 

圧縮強度試験 

塩化物料試験 

ｱﾙｶﾘ骨材反応試験 

公的試験所にて圧縮強度試

験を行う。 

塩化物料試験及びｱﾙｶﾘ骨材

反応試験は、民間の試験所

に依頼する。 

鉄筋工事 鉄筋 

配筋 

鉄筋引張試験､ﾐﾙｼｰﾄ確認 

配筋検査(寸法､位置) 

工場製品の検査成績書確

認 

鉄筋引張強度試験は、民間の

試験所に依頼する。 

杭工事 材料、支持力 支持力の確認  

仕上げ工事 屋根工事 出来映え･漏水 外観目視･散水検査  

 ﾀｲﾙ工事 出来映え 外観目視検査 

左官工事 出来映え 外観目視検査 

建具工事 製品 

取付精度 

工場製品の検査成績書確

認 

外観･寸法検査 

塗装工事 出来映え 外観目視検査 

内装工事全般 製品･出来映え 外観目視検査 

電気工事 受変電設備工事 性能･動作･据付状

況 

工場製品の検査成績書確

認 

耐圧･ﾒｶﾞｰ･動作ﾃｽﾄ･外観 

 

 配管工事 屈曲状況､支持間隔 外観･寸法検査 

電線､ｹｰﾌﾞﾙ工事 ｼｰｽの損傷 

接続箇所の緩み 

成績書確認､敷設前清掃 

ﾎﾞﾙﾄ増締後ﾏｰｷﾝｸﾞ 

避雷針工事 抵抗値､導体支持 抵抗測定･外観･寸法検査 

照明工事 性能･動作･取付状

況 

成績書確認･照度ﾃｽﾄ･外

観 

機械設備工

事 

給水配管工事 支持間隔､漏水 外観､漏水､水圧ﾃｽﾄ  

 排水配管工事 勾配･支持間隔･漏

水 

外観､漏水､通水ﾃｽﾄ 

空調機工事 性能･動作･据付状

況 

成績書確認､室温ﾃｽﾄ 

衛生陶器取付工

事 

動作･取付状況･漏

水 

外観､通水ﾃｽﾄ 

 

 

３－２－４－６ 資機材等調達計画 

 

（1） 機材調達 

 

機材・システムを供給するにあたり も留意すべきことは、保守の方法と、パキスタン国内での必

要な部品や消耗品の調達状況である。機材の調達は本プロジェクト完成後における保守を考慮しなけ

ればならない。固体化電力増幅式気象ドップラーレーダーシステムで既に実用化され且つ技術が確立

されており、観測精度、信頼性、耐久性が気象観測業務に耐えうるものとして確認されているシステ
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ムは、日本製である。固体化電力増幅式 2 重偏波気象ドップラーレーダーシステムの心臓部である送

信装置は、一般的に平均故障間隔（Mean Time Between Failure: MTBF）：約 50,000 時間、平均修理

時間（Mean Time To Repair: MTTR）：0.5 時間（部品交換時間）として設計されている。また我が国

の無償資金協力により、途上国に整備された日本製気象レーダーシステムの殆どが、長年にわたり良

好に稼働していることから、世界的にも日本製気象レーダーシステムに対する信頼度が高い。特に運

用維持管理の面で問題が多い途上国においては、日本製気象レーダーシステムが 適である。 

パキスタンには、主なコンピューター機器メーカーの支社／現地法人があり、また代理店も多く存

在する。そのためコンピューター機器の維持管理の容易さを考慮すると、パキスタン国内の市場で販

売されている機器を、本プロジェクトのコンピューターシステムや、その他の複雑なシステムに使用

することが重要である。なお、機器の調達計画は、可能な限りの機種の統一化、スペアパーツの調達

と保守作業の容易さ等の視点で決定することが望ましい。 

 

（2） 建設資材 

 

1) 建設資材調達方針 

主要建設資材は現地調達が可能であるため、現地調達を基本とする。また ASEAN 諸国等から輸

入された建設資材が現地市場に出回っており、容易に入手可能であるため、現地調達と見なす。

施設完成後の維持管理の点でも有利であるため、現地調達可能な資材を積極的に活用する。 

 

2) 建設資材調達計画 

① 建築躯体工事 

通常ポルトランドセメントはパキスタン国内で生産されており、50kg の袋詰めで供給されてい

る。コンクリート用の粗骨材及び細骨材はサッカル市内で調達でき、生コンクリート、鉄筋及び

型枠に関しては、パキスタン国内で調達可能である。また、コンクリートブロックも、現地製品

が使用可能である。 

 

② 建築内外装工事 

内外装資材の木材、タイル、塗料、ガラス、アルミ製品等は、現地製品及び輸入製品ともに市

場に出回っており調達可能であるため、現地調達を原則とする。 

 

③ 空調衛生工事 

外国製空調機器、換気ファン、ポンプ類、各種器具類、衛生陶器類は現地市場では一般的であ
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るが、容量の大きな空調機器及び換気ファンも現地で調達可能である。 

 

④ 電気工事 

現地製品及び輸入製品の照明器具、スイッチ類、ランプ、電線、ケーブル、配管材等が現地市

場に出回っているため、維持管理を重視し現地調達を原則とする。配電盤、分電盤、制御盤等の

注文生産品も、ASEAN 諸国等より輸入されたものが調達可能である。 

表 57  主要建設資材調達計画表 建築工事 

建設資材 
現地事情 調達計画 

状況(注) 輸入先 現地 第三国 日本 

ﾎﾟﾙﾄﾗﾝﾄﾞｾﾒﾝﾄ ◎  ✓   

砂･砂利 ◎  ✓   

鉄筋 ◎  ✓   

型枠 (ﾍﾞﾆﾔ) ◎  ✓   

ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ ◎  ✓   

ｱｽﾌｧﾙﾄ防水 ◎  ✓   

木材 ◎  ✓   

ｱﾙﾐ製建具 △  ✓   

鋼製建具 △  ✓   

木製建具 ◎  ✓   

ﾄﾞｱﾊﾝﾄﾞﾙ、ﾛｯｸｾｯﾄ ◎  ✓   

ﾌﾛｱｰﾋﾝｼﾞ ◎  ✓   

普通ｶﾞﾗｽ ◎  ✓   

ｶﾞﾗｽﾌﾞﾛｯｸ ◎  ✓   

ｻｲｸﾛﾝｶﾞﾗｽ（合わせｶﾞﾗｽ） ◎  ✓   

ｱｸｾｽﾌﾛｱ（一般用） ◎  ✓   

ｱｸｾｽﾌﾛｱ（耐重用） △  ✓   

塗料 ◎  ✓   

石膏ﾎﾞｰﾄﾞ ◎  ✓   

ｾﾒﾝﾄﾎﾞｰﾄﾞ ◎  ✓   

吸音板(T ﾊﾞｰ) ◎  ✓   

ｸﾞﾗｽｳｰﾙ、ｸﾞﾗｽｸﾛｽ ◎  ✓   

ｶｰﾍﾟｯﾄﾀｲﾙ ◎  ✓   

PVC ﾀｲﾙ ◎  ✓   

磁器質ﾀｲﾙ  ◎  ✓   

陶器質ﾀｲﾙ  ◎  ✓   

床点検口 ◎  ✓   

流し台ｾｯﾄ ◎  ✓   

ﾙｰﾌﾄﾞﾚｲﾝ ◎  ✓   

ｽﾁｰﾙ製竪樋 (溶融亜鉛ﾒｯｷ) ◎  ✓   

外構用ｺﾝｸﾘ-ﾄ舗装ﾌﾞﾛｯｸ ◎  ✓   

吹付ﾀｲﾙ塗装材 ◎  ✓   

ｺｰｷﾝｸﾞ ◎  ✓   

注) ◎ パキスタンの市場で入手が容易 

   △ パキスタンの市場で入手可能だが種類･量が限られる 

   × パキスタンの市場で入手困難 
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表 58  主要建設資材調達計画表 空調・衛生・電気設備工事 

工事種別 建設資材 
現地事情 調達計画 

状況(注) 輸入先 現地 第三国 日本 

空調設備 空調機 △  ✓   

全熱交換機 △  ✓   

換気機器 △  ✓   

給排水･衛生設備 衛生陶器 ◎  ✓   

配管材 ◎  ✓   

消火器 ◎  ✓   

揚水ﾎﾟﾝﾌﾟ ◎  ✓   

電気温水器 ◎  ✓   

電気設備 照明器具（LED を含む） ◎  ✓   

航空障害灯（LED） △ 日本   ✓ 

盤類(操作回路) △  ✓   

電線･ｹｰﾌﾞﾙ類 ◎  ✓   

電線管 (PVC) ◎  ✓   

電線管 (金属管) ◎  ✓   

ｹ-ﾌﾞﾙ ﾗｯｸ ◎  ✓   

電話設備 ◎  ✓   

絶縁変圧器 △ 日本   ✓ 

商用電源電圧調整機 △ 日本   ✓ 

火災報知設備 ◎  ✓   

ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ発電機 ◎  ✓   

避雷設備 ◎  ✓   

注) ◎ パキスタンの市場で入手が容易 

   △ パキスタンの市場で入手可能だが種類･量が限られる 

   × パキスタンの市場で入手困難 

 
 
 

3) 輸送計画 

国際的な主要地から資機材を輸送する場合、パキスタンの主要港であるカラチ港まで海上輸送し、

カラチ港にて陸揚げした後、各サイトまで陸路にて輸送する事となる。日本の主要港からカラチ港

までの、定期船の配船予定及び所要日数を下表に示す。 

 

 

 

 

 

＜パキスタン国内の輸送＞ 

カラチ港で陸揚げされた機材は、カラチ、サッカル、ラホール及びイスラマバードの各サイトまで、

長で約 1,800km（4～5 日間）をコンテナトレーラーにて輸送する。道路の状態は悪くないものの、

カラチから各サイトまでは、輸送途中の盗難等、危険性が高いことから、コンテナの状態のまま施錠

表 59  日本からパキスタンのカラチ港への配船予定 

出荷地 配船予定数 所要日数 

日本（横浜、東京、名古屋、神戸） 約 6 船/週 約 30～40 日間 
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し輸送する。また区間によっては、夜間走行を避ける等の 

対処が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３－２－４－７ 初期操作指導・運用指導等計画 

 

初期操作指導及び運用指導は、基本的に機材据付工事完了後に実施する。初期操作指導に関して

は、実際の各システム運用シミュレーションを兼ねて実施する。初期操作指導及び運用指導を行うシ

ステムと実施場所は次の通りである。 

表 60  初期操作指導・運用指導等実施場所 

内容 

サッカル気象 

レーダー観測所

計画サイト（既

設 PMD ローリ・

サッカル気象観

測所） 

PMD イスラマバ

ード本局 

国家気象 

予報センター 

PMD カラチ 

熱帯サイクロン

警報センター 

PMD ラホール 

洪水予報部 

イスラマバード、

カラチ及びラホ

ール国際空港内

PMD 気象事務所 

S バンド固体化電力増幅式 2

重偏波気象ドップラーレー

ダーシステム 

 電源設備 

 空中線設備 

 レーダー装置 

 気象データ伝送設備 

 コンピューターネットワ

○ - - - - 

出荷国 

(日本) 

→ コンテナ船 → 

所要日数：約 30～40 日

配船頻度：約 6 便/週 

積替え地：シンガポー

ル、上海等 

カラチ港 

→トラック→ 

5 日 1,780km 
→ 

→ 

→ 

→ 

イスラマバード 

通関 

10 日間 

仕分け 

1 日間 

4 日 1,500km ラホール 

2 日 350km サッカル 

1 日 30km カラチ 

図 39  各サイトまでの輸送期間 

 
 

内陸輸送 海上輸送 

イスラマバード 

サッカル 

カラチ 

ラホール 

図 38  国内輸送ルート 
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ーク装置 

 パワーバックアップ設備 

 アプリケーション（ソフト

ウェア） 

気象レーダー中央処理システ

ム 

 電源設備 

 コンピューターネットワ

ーク装置 

 アプリケーション（ソフト

ウェア） 

- ○ - - - 

気象レーダーデータ表示シ

ステム 

 電源設備 

 コンピューターネットワ

ーク装置 

 アプリケーション（ソフト

ウェア） 

○ ○ ○ ○ ○ 

 

初期操作指導・運用指導以外にも、気象レーダーシステム据付工事期間（機材揚重及び各ユニット

据付作業後）に、据付・調整作業を PMD 職員、コンサルタント及びコントラクターが共同で行う研修

の実施が技術移転には極めて有効である。各ユニットを完全に据付け、配線、ソフトウェアインスト

ール等をコントラクター側が全て実施した後に研修を行った場合、各ユニット内の配線経路やユニッ

トの接続等、分解しないと見えない部位があり、深部の技術移転が困難となる。またソフトウェアイ

ンストールに関しても実際に自分達で行うことが習熟に繋がるため、繰り返し行うことが肝要である。

故障時等には、PMD 技術者が分解やソフトウェアの再インストールをしなくてはいけないケースも発

生することから、機材据付け時点でノウハウを伝授する。 

 

 

３－２－４－８ ソフトコンポーネント計画 

（1） ソフトコンポーネント 

本プロジェクトで調達する各システムを長期間に渡り、良好に稼働させるため、また本プロジェク

トの目的でもある、パキスタンの気象・洪水情報や予警報の精度を向上して自然災害による被害の軽

減に寄与するため、2 重偏波機能を有する気象レーダーの適切な活用により、災害を引き起こす気象

現象の PMD の監視能力を適正化且つ強化することが不可欠である。そのために適切な運用維持管理技

術を有する人材が求められることから、本ソフトコンポーネントを実施する必要がある。 

単偏波気象レーダーを導入するイスラマバードに関するソフトコンポーネントは 2018 年 7 月～8

月及び 2019 年 4 月～5 月に実施され、同じく単偏波気象レーダーを導入するカラチに関しては 2020
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年中旬に実施予定である。これらのソフトコンポーネントでは、単偏波気象レーダーによるプロジェ

クト成果の持続的な活用及び効果発現のために、プロジェクトで調達した機材の適切な維持管理体制

の確立、定期的な点検・整備マニュアルの策定及びその方法を PMD 技術者が習得することを目的とし

ていた。また PMD 予報官が予警報に必要な気象現象を気象レーダーにより生成されるプロダクトの中

から迅速に特定できるよう、各気象レーダープロダクトの表示内容及び生成方法に関する理解を深め、

日常的な各気象レーダープロダクトの確認実施必要性の認識向上にも注力した。 

また 2 重偏波気象レーダー整備は、パキスタン国内でサッカルが 2 例目となり、1 例目であるムル

タンの 2 重偏波気象レーダーに関するソフトコンポーネントは、2022 年下旬に実施予定である。この

先行するソフトコンポーネントに鑑み、本プロジェクトのソフトコンポーネントでは、以下の重点項

目を念頭にムルタン気象レーダーのソフトコンポーネントにて作成予定の研修資料やマニュアル等

を更にパキスタンに適した内容に改善した上で効率的に実施する。 

 単偏波レーダーと比較した 2 重偏波気象レーダーの特徴、観測原理及び 2 重偏波気象レーダー

独自の調整項目の理解 

 ムルタン気象レーダー観測データも利用した 2 重偏波気象レーダープロダクトの解説及び気象

予報業務への活用 

 観測モード（PPI：Plan Position Indicator、RHI：Range Height Indicator 等）、観測データ

を処理して得られるデータ(CAPPI：Constant Altitude Plan Position Indicator)及びそれら

の合成により得られる派生プロダクトについての理解の促進 

 気象レーダーの非降水エコーの説明、気象レーダーによる自動除去の手法とその限界、その他

品質管理手法の概説 

 気象レーダー観測一次データ、合成データの取得及び関係機関への共有手法 

 

（2） ソフトコンポーネントの目標 

PMD が独自で、サッカルに導入される 2 重偏波気象レーダーの確実な運用ができるようになる。 

 

（3） ソフトコンポーネントの成果 

ソフトコンポーネントの成果は下表の通りである。 
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表 61  ソフトコンポーネントの成果及び達成度の確認方法 

No. 成果 成果指標 
成果達成度の 

確認方法 

1 

PMD 技術者が 2 重偏波（垂

直・水平偏波）機能の測

定・確認方法を習得する。 

PMD 技術者が独自に 2重偏波（垂直・

水平偏波）機能の測定・確認を実施

できる。 

2 重偏波（垂直・水平偏波）機能の

測定・確認作業の習得度を目視及び

インタビューにより確認 

2 

PMD技術者がサッカル気象

レーダーシステムの運

用・管理方法を習得する。 

PMD が独自にサッカル気象レーダー

システム概要､保守管理マニュアル

及び保守管理台帳を活用し、適切に

運用・管理できる。 

サッカル気象レーダーシステム概

要､保守管理マニュアル及び保守管

理台帳の活用状況を記載内容及びイ

ンタビューにより確認 

3 

PMD技術者がサッカル気象

レーダーシステム機器の

メンテナンス（点検、調整）

方法を習得する。 

PMD 技術者が独自に以下の項目に関

する点検、調整、軽微な故障の探究・

処置・復旧ができる。（a.測定器等を

用いた定期保守点検、b.予備品の実

機への組入れ後のシステムの動作確

認（観測状況）、c.重大な故障発生時

の対応（コンサルタント及びメーカ

ーへの情報伝達、技術アドバイス受

領等）） 

以下の 4 項目の習熟度を、目視及び

インタビューにより確認 

1)測定器等を用いた定期保守点検 

2)予備品の実機への組入れ後の動作

及び観測状況確認 

3)軽微な故障の探求・処置・復旧確

認作業 

4)重大な故障発生時の対応 

4 

PMD職員がサッカル気象レ

ーダーシステムを適切に

操作・利用し、精度の高い

気象観測を実施する。 

・PMD 職員が独自に観測シークエン

ス・スケジュールに従った気象レ

ーダー観測ができる。 

・グランドクラッターその他非降水

エコーの有無の確認ができる。 

・観測結果から把握した気象現象を

予報業務へ活用することができ

る。 

・観測シークエンス・スケジュール

に沿った気象レーダー観測の実施

を運用情報により確認 

・グランドクラッターその他非降水

エコーの有無の確認の実施 

・気象現象を気象レーダー画像表示

装置にて適切な操作手順で探し出

す小テストの実施 

5 

気象レーダー観測一次デ

ータ、合成データの取得及

び関係機関への共有方法

を確立する。 

・PMD 職員が独自に気象データ表示

装置から観測データを取り出すこ

とができる。 

・同データを気象予報業務での使用

に適するデータへ変換できる。 

・変換データが適切な方法で関係機

関へ共有され、定期的に更新され

る。 

・気象データ表示装置から観測デー

タ取得方法の確認 

・同データを気象予報業務に適した

データへの変換方法の確認 

・共有されている変換データの更新

頻度の確認 

 

上述のソフトコンポーネントの 5 つの成果を達成することにより、下表に示す各効果が見込まれ、

それらは、本プロジェクトの目標達成にも貢献するものと考えている。 

表 62  ソフトコンポーネントにおいて実施することによる効果 

No. 成果 ソフトコンポーネントにおいて実施することによる効果 

1 
PMD 技術者が 2 重偏波（垂直・水平偏

波）機能の測定・確認方法を習得する。 
PMD技術者が2重偏波機能を有するサッカル気象レーダーシス

テム機器のメンテナンス方法を習得し、気象レーダー観測に

係る機器の調整や定められた手順での定期点検の実施・記録

を含めた適切な維持管理を実施することにより、我が国の無

償資金協力により整備される気象レーダーが長期に渡り良好

に稼働することに寄与する。 

2 
PMD 技術者がサッカル気象レーダーシ

ステムの運用・管理方法を習得する。 

3 

PMD 技術者がサッカル気象レーダーシ

ステム機器のメンテナンス（点検・調

整）方法を習得する。 

4 

PMD 職員がサッカル気象レーダーシス

テムを適切に操作・利用し、気象観測

を実施する。 

ソフトコンポーネントにおいて設定される 適な観測スケジ

ュールに沿ってサッカル気象レーダーを適切に運用すること

により、PMD は、シンド州、パンジャブ州及びインド側の広域
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に渡る精度の高い気象レーダー観測が可能となる。また研修

を通じて得た気象レーダープロダクトからの気象現象の適切

な解析手法により、気象及び洪水予警報の作成に寄与する。 

5 

気象レーダー観測一次データ及び、合

成データの取得及び関係機関への共

有方法を確立する。 

気象レーダー観測一次データ、合成データの取得及び適した

データへの変換を行い、予警報業務に活用し、またこれらの

プロダクトを政府防災機関やパキスタン国民に適時に提供す

ることにより、本プロジェクトの目標である自然災害による

被害の軽減に寄与する。 

 

（4） 成果達成度の確認方法 

ソフトコンポーネントの成果達成度の確認方法は「表 61 ソフトコンポーネントの成果及び達成度

の確認方法」に示した通りである。 

 

（5） ソフトコンポーネントの活動（投入計画） 

ソフトコンポーネントの活動に関して、準備調査団内での議論を踏まえ精査を行った結果、我が国

において 2重偏波気象レーダーの新たな維持管理手法として導入が進められている「2 重偏波機能（垂

直・水平偏波の系統誤差及び標準偏差）の測定・確認」に関する研修を、新たに 2 重偏波気象レーダ

ーの2基目となる本プロジェクトのソフトコンポーネントの活動に含める必要があるとの結論に至っ

た。本プロジェクトが完成して、気象レーダーの連続観測が開始されると、活動 1 において実施する

降雨時の天頂観測に時間を割くことが極めて難しい状況となるため、活動 1 は、気象レーダー機器の

調整作業期間と機材据付工事が完了する間の降雨時に実施する計画とした。活動 2 及び活動 3 の研修

は、主にサッカルに新規で配属される職員及び同気象レーダーの運用に関わる PMD 関係職員を対象に

気象レーダーの運用・維持管理を実施する際に必要不可欠な項目を実地研修する計画としている。ま

た導入される機材は入札により決定されるため、メーカーが準備するマニュアル等が既設レーダーと

大きく異なる可能性も多々ある。気象レーダーは全て発注に従い製作される特注品であることから、

気象レーダーメーカーが異なると、気象レーダーの各機器を構成する各ユニットの形状や配置等が異

なることから点検個所や調整手順が異なる。そのため活動 2 及び活動 3 の研修のための資料は、新た

に作り直すことが必要となり、ムルタン気象レーダーのソフトコンポーネントの研修資料やマニュア

ル等の多くを改訂する必要が生じるのが実情である。これらの点を踏まえて活動 2 では、ムルタン気

象レーダーのソフトコンポーネントにて作成予定の研修資料やマニュアル等をより多く使用するこ

とにより準備作業を短縮化し、研修を効率的に実施する計画である。活動 3 に関しては、気象レーダ

ーのメンテナンス実施に不可欠な研修項目に絞り計画した。 

活動 4 の研修は、各気象レーダーシステムが設置される場所の周辺の地形、標高、気象レーダー塔

施設高さ、周辺状況（山、建物、橋、鉄塔等の有無）により、グランドクラッターの発生場所、観測

の遮蔽となる方位やその範囲、遮蔽となる範囲の観測データの補完方法、気象レーダーアンテナ観測

仰角等が、それぞれ大きく異なるため、新規の気象レーダーが整備された後には、他の既設気象レー
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ダー観測所で実施したソフトコンポーネントと同様の研修を、サッカル気象レーダー画像を使用する

PMD 職員に対して実施する必要がある。活動 5 に関しては、気象レーダー観測一次データ、合成デー

タを取得し、他の気象業務での使用に適するデータへ変換するための研修を実施する計画とした。加

えてデータ共有により防災関係機関が適時・適切な対応が可能となるよう、またデータの定期的更新

のために必要な研修を実施する計画とした。 

表63  ソフトコンポーネントの活動内容 

成果 

No. 
活動 活動内容 

必要とされる 

技術・業種 
現状の技術水準 達成すべき技術水準 

1 活動 1 
2 重偏波機能の測定・確

認 

2 重偏波機能の測定・

確認方法の知識・技術

を有する技術者 

アナログ気象レーダ

ーシステムあるいは

単偏波気象レーダー

システムの点検・調

整・故障探求・処置・

復旧の実施経験 

2 重偏波機能の測定・確認

ができる技術を有する。 

2 活動 2 

サッカル気象レーダーシ

ステム保守管理マニュア

ル及びレーダーシステム

保守管理台帳の作成と運

用 

2 重偏波気象レーダーの

運用・管理技術を有する

技術者 

アナログ気象レーダ

ーシステムあるいは

単偏波気象レーダー

システムの運用・管理

の実施経験 

2 重偏波気象レーダーのマ

ニュアル概要及び保守管

理台帳に沿った運用・管理

技術を有する。 

3 活動 3 

サッカル気象レーダーシ

ステム点検、調整、軽微

な故障の探究・処置・復

旧、重大な故障発生時の

対応 

2 重偏波気象レーダーシ

ステムの調整・軽微な故

障の探求技術を有する

技術者 

アナログ気象レーダ

ーシステムあるいは

単偏波気象レーダー

システムの点検・調

整・故障探求・処置・

復旧の実施経験 

2 重偏波気象レーダーシス

テムの点検・調整・故障探

求・処置・復旧ができる技術

を有する。 

4 活動 4 

2 重偏波気象レーダー基

礎、データ品質管理概要、

シークエンス・スケジュ

ールに従った気象レーダ

ー観測 

気象レーダープロダクト

利用のための解説及び予

報業務への活用 

気象レーダー観測デー

タよりクラッター及び

ブラインドエリアの

特定・補完等の品質管

理を行える技術を有

し、且つパキスタンの

気象現象に即した観

測のシークエンス・ス

ケジュールの作成技術

を有する職員 

アナログ気象レーダ

ーシステムあるいは

単偏波気象レーダー

システムによる観測

及び観測に基づいた

予報業務経験 

・単偏波気象レーダーと比

較した2重偏波気象レー

ダーシステムの特徴を

理解している。 

・シークエンス・スケジュ

ールの作成技術及びス

ケジュールに従った観

測技術を有する。 

・2重偏波気象レーダーシ

ステムの観測データの

予報業務への適切な利

用技術を有する。 

5 活動 5 

気象レーダー観測一次デ

ータ、合成データの取得

及び関係機関への共有方

法の確立 

気象レーダー観測デ

ータのデータフロー

を理解しており、観測

データのフォーマッ

ト変換、共有手法の技

術を有する職員 

既設イスラマバー

ド気象レーダー観

測データのフォー

マット変換の経験 

・観測一次データ及び合成

データの取得ができる

技術を有する。 

・観測一次データフォーマ

ットの読み方を理解し

ている。 

・PMD 気象レーダープロダ

クトの共有及び継続的

な運用ができる技術を

有する。 
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表64  ソフトコンポーネントの実施内容 

活動 実施方法 成果品 実施リソース 

活動 1 

PMD 技術者との技術ディスカッション 

• 2 重偏波機能測定・

確認手順書 

2 重偏波機能測定・確認技術担

当コンサルタント：0.83 人月 

（現地技術移転期間：25 日） 

直接支援型 

天頂観測による 2 重偏波機能の測定・確認実施手順

書の作成 

偏波機能試験装置による 2重偏波機能の測定・確認

実施手順書の作成 

天頂観測による 2 重偏波機能の測定・確認研修 

偏波機能試験装置の設置・調整、2 重偏波試験信号

送受信及び測定・確認研修 

活動 2 

PMD 技術者との技術ディスカッション 

• サッカル気象レー

ダーシステム保守

管理マニュアル 

• サッカル気象レー

ダーシステム保守

管理台帳 

気象レーダー運用・管理技術担

当コンサルタント：0.70 人月 

（現地技術移転期間：21 日） 

直接支援型 

サッカル気象レーダーシステム概要研修 

ムルタン気象レーダーシステム保守管理マニュ

アル及び保守管理台帳との比較、相違点・要改善

点の確認と改訂 

サッカル気象レーダー保守管理マニュアルに則

った PMD 技術者による保守管理業務及び保守管

理台帳への記録研修 

活動 3 

PMD 技術者との技術ディスカッション 

• 活動 2のサッカル気

象レーダーシステ

ム保守管理マニュ

アルに記載される

各種実施手順書 

気象レーダー調整・故障探求

技術担当コンサルタント：

0.87 人月 

（現地技術移転期間：26 日） 

直接支援型 

実施手順書のムルタンとの比較、相違点・要改善点

の確認及び改訂 

測定器、検波器、減衰機及び工具等を用いた定期保

守点検研修 

納入された予備品の実機への組入れ及び組み入れ

後の動作・観測状況の確認研修 

故障状態を想定した故障探求・処置・復旧確認研修 

重大な故障発生時の対応研修 

実施手順書の作成 

活動 4 

PMD 予報官及び技術者との技術ディスカッション 

• サッカル気象レー

ダープロダクト解

説資料 

• データ品質管理概

要説明資料 

• 観 測 シ ー ク エ ン

ス・スケジュール説

明資料 

• サッカル気象レー

ダー観測データを

使用する小テスト 

気象レーダー観測技術担当コン

サルタント：1.07 人月 

（現地技術移転期間：32 日） 

直接支援型 

研修資料の作成 

サッカル気象レーダープロダクト利用のための解

説及び予報業務への活用 

2 重偏波気象レーダーのデータ品質管理概要研修 

地上降水強度プロダクトの生成手順の解説 

アンテナ仰角毎のブラインドエリア及びグランド

クラッターの推定と、推定結果に基づいた仰角合成

テーブルの作成 

サッカル気象レーダー観測シークエンス・スケジュ

ールの作成 

作成したシークエンス・スケジュールに従った気象

レーダー観測の OJT 研修 

活動 5 

研修資料の作成 • 観測一次データ及

び合成データの取

得方法手引書 

• PMD 気象レーダープ

ロダクトの公開手

順書 

気象レーダー観測データ活用

技術担当コンサルタント：

0.63 人月（現地技術移転期

間：19 日） 

直接支援型 

観測一次データ（2 重偏波により取得されるデータ

を含む）及び合成データの取得方法研修 

観測一次データフォーマットの読み方研修 

PMD 気象レーダープロダクトの公開・運用研修 

 

（6） 各成果のターゲットグループ 

各活動のターゲットグループを以下の表に示す。 
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表 65  各活動のターゲットグループ 

活動 職種 イスラマバー

ド 

サッカル カラチ ムルタン ラホール 

 主任技師 1  1   

 電子技師 3 2 4 2  

活動 1 電子技師補 1 1 1 1  

 電気技術員  2    

 機械技術員  1    

 主任技師 1  1   

 電子技師 3 2 4   

活動 2 電子技師補 1 1 1   

 電気技術員  2    

 機械技術員  1    

 主任技師 1  1   

 電子技師 3 2 4   

活動 3 電子技師補 1 1 1   

 電気技術員  2    

 機械技術員  1    

活動4 気象職員 15 11 15  10 

 気象職員 15  15   

活動5 
研究開発部職

員 

5     

 プログラマ 5  3   

 

（7） ソフトコンポーネントの成果品 

ソフトコンポーネントの成果品は以下の通りである。 

表 66  ソフトコンポーネントの成果品（アウトプット） 

資料名 内容 提出時期 ページ数 

2 重偏波機能測定・確認手順書 

• 気象レーダーシステム天頂観測操作手順 

• 天頂観測時の観測データの a.読取り方法、b.記録と

確認 

• 偏波機能試験装置の、a.設置法と調整、b.試験信号送

受信、c.2重偏波機能の測定・確認 

技術移転 

実施後 

15 

サッカル気象レーダーシステ

ム保守管理マニュアル 

• サッカル気象レーダーシステム概要 

• 測定器等を用いた定期保守点検手順 

• 予備品の実機への組入れ後の動作確認（観測状況）手

順 

• 故障の探求・処置・復旧確認作業実施手順 

• 重大な故障発生時の対応手順 

20 

サッカル気象レーダーシステ

ム保守管理台帳 

• 障害の発生日時 

• 障害の原因（異音、部分的な劣化、その他） 

• 実施した復旧手順 

• 交換した部品の名称及び数量 

• 復旧/トラブルシューティングを行ったエンジニアの

氏名 

10 

観測シークエンス・スケジュー

ル説明資料 

• アンテナ仰角毎の観測遮蔽領域 

• アンテナ仰角毎のビーム高度 

• 地上降水強度プロダクト構成 

15 
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データ品質管理概要説明資料 

• 非降水エコーの種類 

• グランドクラッター、シークラッター観測例 

• ブライトバンド観測例 

• 非降水エコー除去技術 

10 

サッカル気象レーダープロダ

クト解説資料 

• 特に重要な気象レーダープロダクトの説明及び予報

業務への活用方法 
30 

気象レーダーデータ・プロダク

トの取得・共有方法手引書 

• 観測一次データの NetCDF フォーマット等での取得方

法 

• 観測一次データフォーマットの読み方 

• 観測合成データの取扱方法 

• 気象レーダー観測データの共有手順 

• フォルダ構成及びスクリプトの解説 

• 構成ファイルの解説 

• 保守と障害対応手順 

10 

ソフトコンポーネント完了報

告書 

• 活動計画と実績 

• 計画した成果と成果の達成度 

• 成果の達成度に影響を与えた要因 

• 効果の持続・発展のための今後の課題・提言等 

• 成果品一式 

ソ フ ト コ

ン ポ ー ネ

ン ト 実 施

完了時 

50 
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３－２－４－９ 実施工程 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 67  実施工程 

c

cソフトコンポ―ネント（活動5）

機材輸送

機材据付／調整

ソフトコンポ―ネント（活動3）

ソフトコンポ―ネント（活動2）

イスラマバード、カラチ及びラホール国際空港内PMD気象事務所

機材調達・据付工事

機材製作

ソフトコンポ―ネント（活動1）

機材製作

機材輸送

機材据付／調整

ソフトコンポーネント

PMDラホール洪水予報部

機材調達・据付工事

機材工事

機材据付／調整

1 2 3 4

機材製作

実施設計

詳細設計

22 23

機材製作

機材輸送

8

仮設・基礎工事

24 25 26 271 2 19 20 21

入札業務

103 4 5 6 7

85 6 7

16 17 189 11 12 13 14

機材製作

躯体工事

仕上工事

機材輸送

電気・空調・衛生設備工事

機材据付／調整

PMDカラチ熱帯サイクロン警報センター

工事準備・境界壁・盛土

PMDイスラマバード本局　国家気象予報センター

機材調達・据付工事

機材調達・据付工事

30

機材据付／調整

32 33 34

建設工事

機材輸送

2815 4035 36

ソフトコンポ―ネント（活動4）

38 39373129

サッカル気象レーダー観測所

計：8.0ヶ月

計：22.5ヶ月

月

計：13.3ヶ月

計：13.3ヶ月

計：17.3ヶ月

計：13.3ヶ月

計：13.3ヶ月

月
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３－２－５ 安全対策計画 

 

プロジェクト実施期間中の安全を確保するため、下表に示す日本側及びパキスタン側の負担事項が

必要であると考えている。これは PMD を含め、シンド州中央警察や JICA パキスタン事務所のセキュ

リティ担当者と調査団で協議を行った結果であり、表の内容に従い、プロジェクトの実施計画を策定

した。 

 

表 68  安全管理対策項目の詳細 

安全対策項目 
日本政府無償資金

による負担範囲 

パキスタン側 

による負担範囲 

全般 

安全に係る 大限の対応と本プロジェクトの実

施前及び実施期間中に、各サイト及び日本を含む

諸外国国籍を有する、本プロジェクトに任命され

た人員の安全確保を行う。 

 ● 

物理的防御 

計画サイト及び仮設施設用スペースを囲う防御

設備を整備する（敷地出入りする者の確認は警備

員が行う）。 

●  

敷地内外監視/警

備体制 

現地警察による計画サイト周辺の警備の手配  ● 

コンサルタント及びコントラクター要員の宿舎

と計画サイト間の移動時の現地警察によるエス

コート警備を手配する。 

 ● 

工事期間中に使用する防犯カメラ及び夜間監視

用照明を設置する。 
●  

計画サイト内の警備員（24 時間、3交代制）を配

置する。 
●  

工事期間中の警備用機器(車輌下確認用ミラー、

金属探知機)を調達する。 
●  

移動マネジメント 

悪路でも踏破して避難が可能となるようにコン

サルタント及びコントラクターが使用する工事

用車輌は 4 輪駆動車とする。 

●  

通信設備 
通常の携帯電話に加え、複数の通信手段を確保す

る。 
●  

宿舎 

コンサルタント及びコントラクター（日本人及び

第三国人）の宿泊施設は、JICA パキスタン事務

所セキュリティ担当者が推奨するサッカル市内

のホテルとする。 

●  
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３－３  相手国側分担事業の概要 

 

 日本国の無償資金援助による本プロジェクトの実施にあたり、パキスタン政府に要求される負担範

囲は次の通りである。 

表69  プロジェクトの実施前、期間中及び完了後の本プロジェクト実施に必要となる負担業務 
番号 項目 

 入札前 
1 銀行口座の開設（銀行取極め） 

2 
コンサルタント及び建設請負業者の事務所、作業場、建築資材倉庫等の仮設設備のため、サッカル気象

レーダー観測所計画サイト（PMD ローリ・サッカル気象観測所）におけるスペースの提供 

3 気象レーダー塔施設建設に必要となる関係機関からの許可取得 

4 パキスタンで必要な環境影響評価手続き（必要であれば） 

5 サッカル気象レーダーシステム及び偏波機構試験装置の周波数の取得 

 プロジェクト実施期間中 

1 
コンサルタント及び請負業者の支払授権書発行及び支払授権書修正（要請に応じて）のための銀行手数

料の支払い 
2 パキスタンで必要な制度上、法律上の手続き全般 

3 

本プロジェクトにおいて輸入される資機材に対する免税手続き及び陸揚げ港での通関手続きに必要な

書類の通関業者/輸送業者（請負業者により雇用された）に対する提供及びプロジェクト実施期間中及

び瑕疵期間中に不具合が発生した機材及び/又は予備品をメーカーの工場にて修理/交換/再輸入するた

めの手続き 

4 
安全に係る 大限の対応と、本プロジェクトの実施前及び実施期間中の各サイトにおける日本及び諸外

国（従属国を含む）国籍を有する、本プロジェクト実施に関与する人員の安全確保 

5 
現地警察によるサッカル気象レーダー観測所計画サイト（PMD ローリ・サッカル気象観測所）周辺の警

備の手配 
6 現地警察によるコンサルタント及びコントラクター要員の宿舎周辺の警備の手配 

7 
コンサルタント及びコントラクター要員の宿舎とサッカル気象レーダー観測所計画サイト（PMD ロー

リ・サッカル気象観測所）間の移動時の現地警察によるエスコート警備の手配 

8 
PMDイスラマバード本局及びPMDカラチにおいて、本プロジェクトの実施に必要となる、コンサルタント

と請負業者に必要なインターネット接続可能な作業スペースの提供 

9 
供給される機材（PC端末及び周辺機器）を設置するため、PMDの既設施設（プロジェクトサイト）での

必要スペースの確保 

10 
パキスタン以外の日本及び諸外国（従属国を含む）国籍を有する、本プロジェクト実施に関与する人員

のビザ発給の保証（期間延長を含む）及び必要な手続き等、パキスタン入国及び滞在に必要となる事項 

11 
契約に基づいた製品やサービスの供給に関連した、日本及び諸外国（従属国を含む）国籍を有する、本

プロジェクト実施に関与する人員に対して、被援助国で課される関税、内国税、その他の課税の免除 
12 本プロジェクトの実施に必要な、日本の無償資金が負担する項目以外の全ての費用負担 
13 建設作業のための仮設（電気）の提供 

14 

建設工事前までに、サッカル気象レーダー観測所計画サイト（PMD ローリ・サッカル気象観測所）内に

気象レーダー塔施設に必要な、容量 200kVA 以上の商用電源（400V、3 相 4 線、50Hz）の基幹電気ライ

ンからの敷設（電柱、ケーブル等を含む）の確保 

15 

建設工事前までに、サッカル気象レーダー観測所計画サイト（PMD ローリ・サッカル気象観測所）内に

気象レーダー塔施設に対する商用電源供給に必要なステップダウントランス（容量 200kVA 以上）の設置

（400V、3 相 4 線、50Hz） 

16 
サッカル気象レーダー観測所計画サイト（PMD ローリ・サッカル気象観測所）内にある既設電線及び観

測露場の移設 

17 
サッカル気象レーダー観測所計画サイト（PMD ローリ・サッカル気象観測所）内に気象レーダー塔施設

に必要な電話設備の整備 
18 気象レーダー塔施設の一般的な家具の調達・設置 
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19 ガーデニング、敷地内外の外部照明等の屋外施設の整備 
20 設置作業中に必要となる資材、工具及び機材の仮設保管場所の無償提供 

21 

気象レーダーシステムの観測データを送信するために必要となる VPN（Virtual Private Network）構

築のための信頼性が高く且つ高速なインターネット環境の提供（サッカル気象レーダー観測所、PMD イ

スラマバード本局 国家気象予報センター他、全てのプロジェクトサイト） 

22 
供給される機材（PC 端末及び周辺機器）への IP アドレスの提供及びネットワークを構築するために必

要な既存機器の設定（ルーターの設定等） 

23 
レーダー画像に河川、湖沼、ダム、行政区域（地方、州、市、区、区等）を表示するために必要な地図

データの作成/調達の支援 
24 適切な研修受講職員配置及び派遣費用負担（日当、交通費、宿泊費等） 

25 
図書購入、燃料費、電話代、申請手数料（気象レーダーシステムの周波数の取得、気象レーダー塔施設

建設に必要となる許可取得）等の支払い 
26 既設 PMD ローリ・サッカル気象観測所施設の撤去（日本側からのプロジェクトの引渡し完了後） 
27 単身赴任者用カテゴリーIII 住居施設の建設（日本側からのプロジェクトの引渡し完了後） 

 プロジェクト完了後 

1 
機材の円滑な運用・維持管理に必要な職員（確固たる技術と気象レーダーの運用・維持管理に関する豊
富な経験を有する責任者を含む）の配置 

2 
機材の円滑な運用・維持管理に必要な予備部品や消耗品の調達及びPMDが希望するのであれば、機材メ
ーカーとの維持管理契約の締結 

3 
本プロジェクトで建設された気象レーダー塔施設が長期にわたり効率的に機能するための適切な運
用・維持管理 

4 本プロジェクトで建設された施設と調達機材の長期にわたる効果的利活用 

5 円滑な気象レーダー観測と予報業務に必要な予算と人員の確保 

6 全てのオペレーション/アンチウィルス/アプリケーションソフトウェアの定期的なアップデート 

7 
データ保管のスケジュールに沿った、レーダー観測生データとレーダープロダクトの保管に必要となる
適切な数と容量を有するディスクメディア、ハードディスク、ソリッドステートディスクの調達 

 

 

３－４  プロジェクトの運営・維持管理計画 

 

（1） 機材の運営維持管理計画 

 

1) 気象レーダーの運用計画 

PMD は、本プロジェクト完了後の気象レーダーシステムの運用は、少なくともモンスーン期の間は、

24 時間無停止の運用を実施する計画である。 

 

2) サッカル気象レーダー観測所の人員配置計画 

本プロジェクト完了後に、PMD は現在の 10 名の職員に加えて、サッカル気象レーダー観測所に 17

名の人員を配置する計画(合計 27 名)である。3 シフト制で、日中は、気象レーダー運用維持管理要員

が 7 名、PMD ローリ・サッカル気象観測所に 3 名が勤務する（合計 10 名が朝 8 時～午後 2 時まで）、

午後 2 時以降から翌日の朝（朝 8 時）までは気象レーダー運用維持管理要員は 3 名、PMD ローリ・サ

ッカル気象観測所に 2名の計 5 名の体制となる（下表の 1～10 番までの職員で構成され、運転手、雑

役員、警備職員、庭師及び掃除員は含まない）。 
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表 71  サッカル気象レーダー観測所の予定勤務体制 

 午前シフト 午後シフト 夜勤 1 日の稼働職員数 

通常及びモンス

ーン期（7～9 月） 

勤務時間 08:00～14:00 14:00～20:00 20:00～08:00 
13 

勤務職員数 7 3 3 

緊急時（*） 気象現象の勢力による 
（*）危険な気象現象が発生した場合 

 

 

3) 機材運用維持管理計画 

機材運用維持管理を適切に実施するため、以下の項目を行うことが重要である。 

 スタッフへの技術訓練 

 問題・故障への対応方法の確立 

 部品及び消耗品の交換修理記録の徹底 

 定期的な部品交換やオーバーホールの実施 

 運用・管理体制の整備 

 技術的・財政的自立発展性の確保 

 

（2） 施設の運営維持管理計画 

 

気象レーダー塔施設の運用維持管理においては、①日常清掃の実施（便所を含む）、②磨耗・破

損・老朽化に対する修繕、③安全性と防犯を目的とする警備、の 3 点が中心となる。日常清掃の励

行は、施設利用者である職員の勤務態度に好影響を与え、施設・機材の取り扱いも丁寧になる。更

表 70  サッカル気象レーダー観測所の職員配置計画 

番号 役職名 
サッカル 

気象レーダー観測所 

PMD ローリ・サッカル

気象観測所（既設） 

1 上級気象職員（Senior Meteorologist） 1 - 

2 気象職員（Meteorologist） 2 - 

3 電子技師職員（Electronic Engineer） 2 - 

4 気象職員補佐（Assistant Meteorologist） 1 - 

5 電子技師補佐（Assistant Electronic Engineer） 1 - 

6 電気技術員（Sub-Engineer Electrical） 2 - 

7 機械技術員（Sub-Engineer Mechanical） 1 - 

8 気象補助員 Meteorological Assistant 1 1 

9 上級観測員（Senior Observer） 2 3 

10 運転手（Driver） 1 - 

11 雑役員（Peon） 1 3 

12 警備職員（Security Guard） - 1 

13 庭師（Gardener） 1 1 

14 掃除員（Sweeper） 1 1 
 合計 17 10 

出典：PMD 
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に、機材の性能をより長く維持するためにも重要である。又、破損・故障の早期発見と初期修繕に

つながり、設備機器の寿命を延ばす事にもなる。 

気象レーダー塔施設定期点検の概要は、一般的に以下の通りである。 

表 72  施設定期点検の概要 

 各部の点検内容 点検回数 

外部 

・外壁の補修・コーキング・塗替え 

・屋根の点検、補修 

・樋・ドレイン廻りの定期的清掃 

・外部建具廻りのシール点検・補修 

・マンホール等の定期的点検と清掃 

補修 1 回/5 年、塗り替え 1 回/15 年 

点検 1 回/年、補修随時 

1 回/月 

1 回/年 

1 回/年 

内部 

・内装の変更 

・間仕切り壁の補修・塗り替え 

・建具の締まり具合調整 

随時 

随時 

1 回/年、その他随時 

 

建築設備については、故障の修理や部品交換等の補修に至る前の、日常の「予防的メンテナンス」

が重要である。設備機器の寿命は、運転開始時間の長さに加えて、正常操作と日常的な点検・給

油・調整・清掃等により、確実に延びるものである。これらの日常点検により、故障の発生を未然

に防止することができる。定期点検では、維持管理マニュアルに従って、消耗部品の交換やフィル

ターの洗浄を行う。 

更に維持管理要員による日常的な保守点検を励行する等の維持管理体制作りが肝要である。主要

機器の一般的耐用年数については次の通りである。 

表 73  設備機器の耐用年数 

設備 設備機器の種別 耐用年数 

電気 
・配電盤 

・LED 灯 

20～30 年 

20,000～60,000 時間 

給排水 
・配管・バルブ類 

・衛生陶器 

15 年 

25～30 年 

空調 
・配管類 

・空調機・排気ファン類 

15 年 

15 年 

 

 

３－５  プロジェクトの概略事業費 

 

３－５－１ 協力対象事業の概略事業費 

 

先に述べた日本国とパキスタンとの負担区分に基づく双方の経費内訳は、下記 3)に示す積算条件に

よれば、以下のように見積もられる。ただし、この額は交換公文上の供与限度額を示すものではない。 
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1） 日本国側負担経費 

 

 

 

施工・調達業者契約認証まで非公表 

 

 

 

 

 

 

2） パキスタン側負担経費 

概算総パキスタン側負担初度経費：7,000 万パキスタンルピー（約 63 百万円） 

 

PMD による経費負担の実績と合意に従い、本プロジェクト実施に必要な初度経費を次のように算出

した。 

 

表 74  パキスタン政府/PMD が負担する初度経費の概算 
No. 費目 初度経費（ルピー） 

1 
コンサルタント及び請負業者の支払授権書発行及び支払授権書修正（要請に応じて）のた

めの銀行手数料の支払い 
11,000,000 

2 ガーデニング、敷地内外の外部照明設置 1,500,000 

3 
サッカル気象レーダー観測所計画サイト（PMD ローリ・サッカル気象観測所）内にある既

設電線及び観測露場の移設 
1,500,000 

4 
サッカル気象レーダー観測所計画サイト（PMD ローリ・サッカル気象観測所）内に気象レ

ーダー塔施設に必要な電話設備の整備 
500,000 

5 

建設工事前までに、サッカル気象レーダー観測所計画サイト（PMD ローリ・サッカル気象

観測所）内に気象レーダー塔施設に必要な容量 200kVA 以上の商用電源（400V、3 相 4 線、

50Hz）の基幹電気ラインからの敷設（電柱、ケーブル等を含む）の確保 

3,500,000 

6 

建設工事前までに、サッカル気象レーダー観測所計画サイト（PMD ローリ・サッカル気象

観測所）内に気象レーダー塔施設に対する商用電源供給に必要なステップダウントランス

（容量 200kVA 以上）の設置（400V、3 相 4 線、50Hz） 

2,500,000 

7 

気象レーダーシステムの観測データを送信するために必要となる VPN（Virtual Private 

Network）構築のための信頼性が高く且つ高速なインターネット環境の提供（サッカル気

象レーダー観測所、PMD イスラマバード本局 国家気象予報センター他、全てのプロジェク

トサイト） 

1,000,000 

8 適切な研修受講職員配置及び派遣費用負担（日当、交通費、宿泊費等） 1,000,000 

9 
図書購入、燃料費、電話代、申請手数料（気象レーダーシステムの周波数の取得、気象レ

ーダー塔施設建設に必要となる許可取得）等の雑費 
1,000,000 

10 既設 PMD ローリ・サッカル気象観測所施設の撤去 1,500,000 

11 単身赴任者用カテゴリーIII 住居施設の建設 45,000,000 

 合計 70,000,000 
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3） 積算条件 

① 積算時点 ：2019 年 7 月 

② 為替交換レート ：1 US ドル ＝110.90 円 

 ：1 PKR ＝0.9044 円 

③ 詳細設計及び工事の期間 ：業務実施工程表に示した通りである。 

④ その他 ：本プロジェクトは、日本国政府の無償資金協力の制度に従い、実施

されるものとする。 

 

 

３－５－２ 運営・維持管理費 

 

（1） 本プロジェクトの実施により発生するパキスタン側の運用維持管理費 

 

本プロジェクトが無償資金協力によって実施される場合の、インフレーション 5%を加味し、プロ

ジェクト完了後の運用維持管理コストを算出した。 

 

運用・維持管理コストは、以下の状況下での概算である。 

 PMD 独自による運用・維持管理の実施 

 運用マニュアルに従い適切な運用の実施 

 マニュアルに従い定期的且つ適切な維持管理の実施 

 

本プロジェクトが無償資金協力によって実施される場合の、プロジェクト全体の年間運用維持管

理コスト概算を以下のように算出した。 

 

プロジェクト全体の年間運用維持管理コスト概算：約 15 百万円 

表 75  パキスタン政府（PMD）が負担するプロジェクト全体の年間運用維持管理コストの概算 

（サッカル気象レーダー観測所） 

番号 費目 運用維持管理費（ルピー） 

1 電気代 3,000,000 

2 17 名の職員の給料 8,000,000 

3 電話、FAX、専用回線、インターネット使用料等 2,000,000 

4 スペアパーツと機材消耗品購入費、特別メンテナンス費等 2,000,000 

5 消耗品及び事務用品購入費等 300,000 

6 図書及び雑誌購入費 50,000 

7 予備費 200,000 

8 ディーゼル発電機及び車輌等の燃料費 1,500,000 

 合計 17,050,000 
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これは目安ではあるが、将来的な機材（気象レーダーシステム）の更新に関しては、適切な運用維

持管理が PMD により実施された場合には、プロジェクト完了後 15 年から 20 年を目途に検討すべきで

ある。 

 

（2） 予算の推移の傾向と本プロジェクトの運用維持管理費 

 

試算されたプロジェクトの運用維持管理費の確保には、国家経済評議会執行委員会（ECNEC）によ

る PC-I フォ－ムの承認が不可欠であるとともに、その後、プロジェクト完了直後に PC-IV フォ－ム

が承認されれば、運用維持管理に必要となる予算は、問題なく確保できる。パキスタン側は、交換公

文締結前に承認を得ることを計画している。また PMD の監督官庁である内閣府航空部及び援助機関と

の連絡機関である経済・統計省経済課（Economic Affairs Division: EAD, Ministry of Economic 

Affairs & Statistics）も、準備調査団に対して必要な予算を手当てする旨を確約している。以下に

PMD の予算推移を示す。 

表 76  PMD の年間予算推移 

会計年度 予算（1,000 ルピー) 前年度比（%） 

2009-10 417,880 - 

2010-11 451,327 108.0 

2011-12 578,825 128.2 

2012-13 680,347 117.5 

2013-14 797,220 117.2 

2014-15 874,369 109.7 

2015-16 969,000 110.8 

2016-17 1,027,937 106.1 

2017-18 1,079,287 105.0 

2018-19 1,235,000 114.4 

2019-20（予算要求額） 1,521,999 123.2 
プロジェクト実施・開発費は、PC-I の承認により配分されるプロジェクト実施及び開発に必要となる特別予算であるため

含んでいない 
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第４章 プロジェクトの評価 

 

４－１  事業実施のための前提条件 

 

プロジェクトを実施する上で概算事業費の積算上想定したパキスタン側が免税すべき項目は、以下

の通りである. 

S バンド固体化電力増幅式 2 重偏波気象ドップラーレーダーシステム、気象レーダー中央処理シス

テム、気象レーダーデータ表示システム関連の全ての機材は、日本調達を計画しているため、輸入品

免税の手続きが必要となる。 

サッカル気象レーダー塔施設建設資機材に関しては、必要性能が担保できる資機材の現地調達が困

難な、LED 航空障害灯、絶縁変圧器、商用電源電圧調整機を日本調達として計画したことから輸入品

免税の手続きが必要となる。また、その他の建設資機材は全て現地調達として計画していることから、

一般売上税（GST）の免税の手続きが必要となる。 

前述の輸入品免税手続き及び一般売上税（GST）免税の手続きに関する情報を以下に記載する。 

 

＜輸入免税手続き＞ 

パキスタンで輸入免税手続を行う場合には、下表に示す 2 段階の手続きを行う必要がある。必要

書類を連邦歳入庁（Federal Board of Revenue：FBR）へ提出後、輸入品免税証明書の取得には最

短で約 1 ヶ月間を要することから、可能な限り早い段階で手続きを開始することが重要である。 

表 77  免税及び通関必要手続き 
必要手続き 申請先 書類提出時期 必要期間 PMD の必要提出書類 申請者 

輸入品免税 連邦歳入庁（FBR）交換公文署名後すぐ 1 ヶ月 交換公文：コピー1部 

PMD 
通関 税関 入港後すぐ 10 日間 

船積み書類 

 船積み送り状：オリジナル1部 

 船荷証券：オリジナル1部 

 パッキングリスト：オリジナル1部 

 連邦歳入庁（FBR）発行の免税証明書：コピー1部 

 

＜プロジェクト実施のための必要な各種手続き＞ 

プロジェクト実施のために、パキスタンで必要な各種手続きは以下の通りである。 

表78  施設建設及び機材据え付け実施のための各種必要手続き 
必要手続き 申請先 必要期間 PMDから内閣府航空部への提出書類 申請者 

商用電源供給、ス

テップダウントラ

ンスの設置（気象

レーダー塔施設用） 

サッカル電力供給会社

（SEPCO） 
2ヶ月 

 申請書：1セット 

 建設候補地を示す地図：1セット 

 割当通知状：1セット 

PMD 
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周波数使用許可

（気象レーダーシ

ステム用） 

周波数割当委員会

（FAB） 
6ヶ月 

 申請書：14セット 

 同意書：14セット 

 機材の詳細技術文書：14セット 

 アンテナパターン：14セット 

 送信機用スペクトル表：14セット 

 ネットワーク図／配置図：14セット 

建設許可 シンド建築管理局 

サッカル地方事務所 
2ヶ月 

以下の図面及び文書を添付した申請書 

 建築図面：3セット 

 構造図面：3セット 

 電気図面：3セット 

 空調・換気図面：3セット 

 給排水衛生図面：3セット 

 構造計算書：3セット 

 民間航空局発行による建物高さ許可の

写し：3セット 

 パキスタン空軍発行による建物高さ許

可の写し：3セット 

建物高さ許可 民間航空局カラチ本局 2ヶ月 

 申請書：1セット 

 建設候補地を示す地図：1セット 

 パキスタン測量局発行による WGS84測量

地図：1セット 

 

＜一般売上税（GST）＞ 

経済・統計省経済課（Economic Affairs Division：EAD, Ministry of Economic Affairs & Statistics）

より提示された下図の免税手続きを行うことにより、本プロジェクトのメインコントラクターは、

パキスタンにおいて資機材購入時に課税される一般売上税（General Sales Tax：GST）が免税される。

免税手続きには、約 1 ヶ月を要する。免税される条件として、領収書の宛先名がメインコントラク

ターであることが不可欠である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ステップ 6 
資機材購入のための

発注（EAD 発行の現

地購入品免税証明

書コピーを提出） 

ステップ 1 
現地購入予定の資機材リスト

（以下の項目を記載）の提出 

・資機材名称 

・資機材数量 

・現地サプライヤー名 

ステップ 2 
以下の書類を添付した現地購入品

免税証明書発行の依頼書の提出 

・交換公文コピー 

・契約書コピー 

・現地購入資機材リストのコピー 

ステップ 5 
メインコントラクターへ現地購入

品免税証明書発行（PMD 経由） 

ステップ 4 
現地購入品免税証明書

発行の権限付与の発出 

経済・統計省 経済課 

(EAD) 

パキスタン気象局（PMD） メインコントラクター 

連邦歳入庁（FBR） 

資機材の現地サプライヤー ステップ 3 
現地購入品免税証明書

発行の権限付与のため

の依頼書の提出 

ステップ 7 
GST 免税による

資機材の購入 

図 40  パキスタン国内において購入する資機材の一般売上税免税のための手続き 
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鉄筋及びエアコンに関しては、資機材購入時に免除証明書（Zero Rated Exemption Certificate）

のコピーを提出しても一般売上税が免税とならないことから、別途、連邦歳入庁（Federal Board of 

Revenue：FBR）に対して、還付申請を行う必要がある。還付が実行されるまでには、通常 1年以上の

時間を費やす。またサブコントラクターが購入した資機材に関しては、免税対象とはならないので注

意が必要である。 

 

４－２ プロジェクト全体計画達成のために必要な PMD による投入（負担）事項 

 

1) 人的資源開発 

a) 継続的に次世代を担う人材を雇用する。 

b) 研修と人的資源開発計画を通じて、より優れた人材の育成を行う。 

 

2) 自然災害の予防と管理 

a) 国民への警報やその他の情報の普及を確実に行うため、発表は複数のルートより、重複して

行う。 

b) 効果的な自然災害防止及び管理のため、防災管理機関及びマスメディアと連携を取り、国民

に継続的な防災啓発活動を行う。 

 

3) プロジェクトにおいて調達された機材及び建設された施設の長期運用 

a) システム運用維持管理に必要な予算を定期的に確保し、プロジェクトで供給された全ての気

象機材及び施設設備機器の交換部品、消耗品の調達を行う。 

b) 盗難や破損から機材と施設設備機器を保護する。 

c) 定期的な施設の塗装及びコーキング充填を行う。 

 

 

４－３  外部条件 

1) パキスタン政府の温暖化対策、自然災害対策及び気象業務に対する政策の変更がない。 

2) マスメディア（TV、ラジオ、新聞）、首相府、国家・州・県防災管理庁、連邦洪水委員会、水

利電力省、県情報・公共事業部、その他政府関連機関、赤新月社等の協力体制が維持される。 

3) 本案件におけるソフトコンポーネントや現地研修を受けた PMD 職員が勤務を継続する。 
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４－４  プロジェクトの評価 

 

４－４－１ 妥当性 

 

(1) パキスタンの開発計画 

パキスタンの気象業務の強化と近代化は、気象現象による負の影響を緩和し、人々の安全な営みを

確保するための喫緊の課題であり、また国の持続可能な開発に大きく貢献するものとの考えから、PMD

は、パキスタンの長期国家開発方針である「ビジョン 2025」及び「国家防災管理計画(NDMP)」で言及

されている政府目標の達成に貢献するために、2016 年に 10 年開発計画を策定した。 

「ビジョン 2025」は、国が一丸となって取り組むべく国家開発方針であり、パキスタン計画開発省

により 2014 年 8 月に発表された。「ビジョン 2025」では、2025 年までに上位中間層国（upper middle 

income countries）入りすることを宣言し、25 の数値目標を掲げている。数値目標には、現在 1,299US

ドルである一人当たり国民所得を 4,200US ドルにまで増やすこと、国民の貧困者比率を現在の 49%か

ら 20%にまで減らすこと等が含まれている。加えて超長期的目標として独立 100 周年を迎える 2047

年までに GDP 総額で見て世界のトップ 10 の経済国家になるという宣言文も盛り込まれている。 

我が国のパキスタンの防災対策支援の大きな成果の1つでもある「国家防災管理計画(NDMP)」は、パキス

タンの防災セクターの強化と近代化の指針であり、各援助機関の防災対策分野での支援の柱ともなっている。 

国連 ESCAP・UNISDR の「Reducing Vulnerability and Exposure to Disasters」では、2004-2010

年に発生したパキスタンにおけるたび重なる災害は、2011 年時点で災害が全くなかった場合と比較し

て、パキスタンの GDP を 200 億 US ドル押し下げたとの報告もあり、このような報告に鑑みれば、持

続性のある国の発展のためには、防災を促進することの意義は非常に高いものと考えられる。 

PMD が策定した 10 年開発計画の最初の章である第 1 章において、最優先実施項目の 1 つとして気象

レーダーによる観測網整備の実施を挙げており、更に、2017 年 5 月にパキスタン政府により承認され

た国家洪水保護計画 IV：10 年計画（National Flood Protection Plan-IV: Ten Year Plan）の最初

の 5 年間に PMD の既設気象レーダー観測網及び洪水予警報の拡充の実施が挙げられている。以上の事

から、本プロジェクトは、パキスタンの国家開発計画及び防災計画に合致するものである。 

 

(2) 我が国の援助政策・方針 

我が国とパキスタンは、長期にわたり良好な二国間関係を築いており、2012年には、国交樹立60周年を迎

えた。我が国の2018年2月のパキスタンに対する開発協力方針では、我が国のODAの基本方針（大目標）と

して、「中間層の拡大を通じた安定的かつ持続的な社会の構築」を掲げている。ついては、開発協力を通じてパ

キスタンの自立的な成長を支援するとともに、高い技術力をはじめとする我が国の強みを活かした協力を行い、
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良好な二国間関係を更に発展させ、パキスタン国内や域内の平和と安定の促進及び経済発展を促すことを開発

協力のねらいとしている。上述の大目標の達成に向けて、我が国は下記の3つを重点分野（中目標）としている。 

1. 経済基盤の改善 

2. 人間の安全保障の確保と社会基盤の改善 

3. 平和と安定の確立 

このうち、「2. 人間の安全保障の確保と社会基盤の改善」の中で、「パキスタンと我が国は、しば

しば自然災害に見舞われる点で共通していることから、気候変動リスクにも鑑み、第三回国連防災世

界会議において採択された『仙台防災枠組み 2015-2030』に基づき、我が国の知見と技術を活用した

災害予防、減災を中心とした防災体制の強化を支援し、災害に負けない強靱な社会の構築を図る」旨

が目標とされていることから、本プロジェクトによりパキスタンの気象監視体制が強化され、自然災

害に対するパキスタン全体の防災能力が向上することは、我が国の援助方針に合致する。 

 

(3) 降雨観測情報の必要性 

PMD ラホール洪水予報部の洪水予測システムでは、空間的・時間的な観測情報の不足を補うため、

衛星観測情報や各種機関が提供するグローバルデータ（実績降雨量、予測降雨分布、標高、土地利用

など）を取得して、インダス川流域および支川流域における降雨流出・氾濫計算を実施し、氾濫する

タイミング（日時）と氾濫水による浸水範囲を警報として発表している。そのため PMD は、地上観測

や気象レーダー観測値等の入力データの拡充による洪水予警報精度の向上を目指しており、向上に不

可欠な要素として全土をカバーする気象レーダー観測網の整備を最重要項目としている。 

パキスタンの国家洪水防御計画（National Flood Protection Plan-IV, 2017-2026）によれば、観

測網の整備は進んでいるが、依然として空白域が多く存在しており、精度の高い洪水に対する予警報

は、人々の避難や洪水への対応のための準備時間を増やすことができ、流域全体にわたり豪雨を定量

的に検出可能な気象レーダー観測網は重要な役割を果たすものとの認識がなされている。 

図 41  PMD 洪水予測システムの概要  画像出典：ICHARM 

モデル構築 アウトプット 

グローバル GIS データ 
（標高、土地利用データなど） 

流出解析・氾濫解析 

衛星観測雨量データ 
地上雨量データ 

画像：JAXA 

【予測精度向上】 

インダス川、主要4支川の予測流量、
氾濫による予測浸水範囲 

【気象レーダー観測データの活用】 

レーダー観測によるリアルタイム・
空間的な雨量分布の導入 
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パキスタン国内の一部の都市河川では、フラッシュフラッドに対する予警報の発出手順が定められ

ており、その基準として事前警戒は実績の 3 時間雨量が 50mm を超えた場合に発出されることとなっ

ている。気象レーダー観測雨量によるリアルタイム且つ空白域の少ない空間的な雨量情報を用いれば、

3 時間程度先までの短期降雨予測を行い、フラッシュフラッドが予想される地域への予警報によって、

人命・財産を守る住民・行政機関各々による準備・対策が可能となると推測される。 

 

(4) プロジェクト実施により期待される改善 

パキスタンの大雨や集中豪雨に起因する洪水に対して、サッカルのレーダー雨量の活用により以下

の点において改善が期待される。 

 山間部・丘陵地のフラッシュフラッドに対する適時の予警報の発出 

 都市型洪水に対する適時の予警報の発出 

 インダス川及び支川流域の洪水予測システムの高解像度の実績雨量データの提供による予測精度向上 

 インダス川への流入量予測精度向上 

これらの効果は、各種洪水に対するリードタイムを確保する効果が大きく、住民・行政機関・事業

所等がそれぞれ危険地域から避難、防御対策の立案、機器・機材・物品等の移動・退避行動等のため

の貴重な時間を得ることを意味する。 

バルチスタン州西部： 

フラッシュフラッドの早期警戒・

警報に活用 

パキスタン北部： 

多雨地帯を精度良く降雨観測、イン

ダス川の洪水予測に活用 

パンジャブ州南西部： 

フラッシュフラッドの早期警戒・

警報に活用 

大雨や集中豪雨の進入を確実且

つ早期に観測が可能 

シンド州： 

都市型洪水、少雨地域ながら突発的

豪雨への早期警戒対応を実現 

地上観測の空白域の補完： 

手薄な西部地域もリアルタイム

観測を実現 

モンスーン期の大雨

や集中豪雨の進入経

路（代表事例） 

気象レーダー観測網により空白域

なく雨雲の進入路を観測範囲とし

てカバー 

冬期西方からの

低気圧トラック 

2014 

2011 

2010 

図 42  サッカル気象レーダーの重要性 
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４－４－２ 有効性 

 

（1） 定量的効果 

表 79  成果指標案 

指標名 
基準値 

（2020 年） 

目標値（2026 年） 

【事業完成 3 年後】 

災害対策関係機関等へ提

供される気象情報（雨量、

風向風速）の観測密度の向

上 

シンド州及びパンジャブ州の最新の

45 ヶ所の自動気象観測システムによ

る雨量データの空間分解能 

：平均 88km メッシュ 

・ 気象レーダーサイトから最大で半径

450km 内において提供される地上観測

データにて校正された雨量データの

空間分解能 

：1km メッシュ 

・ 気象レーダーサイトから最大で半径

200km 内において提供される地上観測

データにて校正された風向風速デー

タの空間分解能 

：1km メッシュ 

災害対策関係機関等へ提

供される気象情報（雨量、

風向風速）の時間的観測能

力の向上 

当該地域で得られる気象情報（雨量、

風向風速）の時間間隔 

・ 気象衛星データ：30 分間隔 

・ 地上気象観測：1 時間間隔 

提供される地上観測データにて校正され

た気象レーダーデータの観測時間間隔 

：10 分間隔 

 

 

（2） 定性的効果 

① 災害対策関係機関（国家防災庁、州防災庁、地方政府機関など）及びマスメディアに対する観測

域内の雨量、風向、風速等の正確な情報提供を通じた同機関による適時かつ適切な対応により、

災害被害及び被害者数の減少（人間の安全保障の確保）。 

② パキスタンの主要国際空港への適時・正確な情報提供を通じて安全な運航が可能となり、社会基

盤の改善。 

③ 災害対策関係機関や運輸交通、観光、農業等の産業に関係する機関や利用者に対する正確な気象

情報の提供により、災害被害軽減策の実施が促進され、洪水や土石流等の自然災害による被害の

軽減。 

 

プロジェクト効果に関する慎重且つ包括的な評価において、PMD の能力向上は、自然災害による人

的及び経済的損失の削減に直接寄与することができるものと考えられることから、本プロジェクトは、

自然災害による負の影響の軽減に大きく貢献し、パキスタン国民を効果的に保護するものである。以

上の内容により、本プロジェクトの効果や先方の組織能力等を総合的に検討した結果、本プロジェク

トの妥当性は高く有効性も見込まれるため、実施する意義は極めて高いものと考えられる。 
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資料 １． 調査団員・氏名 

 

＜現地調査＞ 

氏 名 担 当 所 属・役 職 

赤津 邦夫 総括 
（独）国際協力機構 

国際協力専門員 

小野 済 計画管理 

（独）国際協力機構 

地球環境部 防災グループ 防災第一チーム 

主任調査役 

石原 正仁 技術参与 元気象庁職員 

内田 善久 
業務主任／気象レーダー計画

／運営維持管理 
（株）国際気象コンサルタント 

松村 剛志 副業務主任／調達計画／積算 （株）国際気象コンサルタント 

遠藤 肇秀 通信機器計画／機材計画 （株）国際気象コンサルタント 

森 健二 
レーダー塔建築設計／自然条

件調査（施設建設） 
（株）国際気象コンサルタント 

井上 康 
施工計画／自然条件調査（気

象・水文） 
（株）国際気象コンサルタント 
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＜準備調査報告書（案）現地説明＞ 

氏 名 担 当 所 属・役 職 

赤津 邦夫 総括 
（独）国際協力機構 

国際協力専門員 

小野 済 計画管理 

（独）国際協力機構 

地球環境部 防災グループ 防災第一チーム 

主任調査役 

内田 善久 
業務主任／気象レーダー計画

／運営維持管理 
（株）国際気象コンサルタント 

松村 剛志 副業務主任／調達計画／積算 （株）国際気象コンサルタント 

 



資料 ２.　調査行程

 

赤津　邦夫 小野　済 石原　正仁 内田　善久 松村　剛志 遠藤　肇秀 森　健二 井上　康

2019

総括

JICA
国際協力専門員

計画管理

JICA地球環境部 防災グループ
防災第一チーム　主任調査役

技術参与（気象レーダー）

元気象庁職員

業務主任／気象レーダー計画／
運営維持管理

副業務主任／調達計画／積算 通信機器計画／機材計画
レーダー塔建築設計／自然条件

調査（施設建設）
施工計画／自然条件調査（気

象・水文）

1 6月11日 火
東京→カラチ

自然条件調査見積り依頼のため
現地業者と協議

東京→カラチ
自然条件調査見積り依頼のため

現地業者と協議

2 6月12日 水

PMDカラチとの協議
PMDローリ・サッカル気象観測所

への機材（UPS）陸送手配
建設材料単価調査

PMDカラチとの協議
自然条件調査見積り依頼のため

現地業者との協議
建設材料単価調査

3 6月13日 木 東京→イスラマバード
PMDカラチとの協議

資料収集、積算調査、建設材料単
価調査

東京→イスラマバード
PMDカラチとの協議

資料収集、積算調査、建設材料
単価調査

4 6月14日 金 PMDイスラマバード本局との協議
カラチ→イスラマバード

PMDイスラマバード本局との協議
PMDイスラマバード本局との協議

カラチ→イスラマバード
PMDイスラマバード本局との協議

5 6月15日 土 資料収集、内部打合せ 資料収集、内部打合せ 資料収集、内部打合せ 資料収集、内部打合せ

6 6月16日 日 資料収集、内部打合せ 資料収集、内部打合せ 資料収集、内部打合せ 資料収集、内部打合せ 東京→イスラマバード

7 6月17日 月 →イスラマバード
PMDイスラマバード本局との協

議
資料収集

8 6月18日 火
PMDイスラマバード本局との協

議
資料収集

9 6月19日 水
PMDイスラマバード本局との協

議
資料収集

10 6月20日 木
PMDイスラマバード本局との協

議
資料収集

11 6月21日 金
PMDイスラマバード本局との協

議
資料収集

12 6月22日 土 資料収集、内部打合せ 資料収集、内部打合せ 資料収集、内部打合せ 資料収集、内部打合せ 資料収集、内部打合せ

13 6月23日 日 資料収集、内部打合せ 資料収集、内部打合せ 資料収集、内部打合せ 資料収集、内部打合せ 資料収集、内部打合せ

14 6月24日 月
PMDイスラマバード本局との協議
インターネット接続会社からの情

報収集

PMDイスラマバード本局との協議
インターネット接続会社からの情報

収集

PMDイスラマバード本局との協議
イスラマバード→ラホール

PMDイスラマバード本局の調査
資料収集

PMDイスラマバード本局との協
議

イスラマバード→ラホール

15 6月25日 火
PMDイスラマバード本局の調査

資料収集
PMDイスラマバード本局との協議

イスラマバード→サッカル
PMDラホールとの協議

資料収集
PMDイスラマバード本局との協議

イスラマバード→サッカル
PMDラホールとの協議

資料収集

16 6月26日 水
PMDイスラマバード本局の調査

資料収集

サッカル気象レーダー観測所予定
地のサイト調査

シンド州建物管理庁、サッカル電
力会社及びローリ区委員会との協

議

PMDラホールとの協議
資料収集

サッカル気象レーダー観測所予
定地のサイト調査

シンド州建物管理庁、サッカル電
力会社及びローリ区委員会との

協議

PMDラホールとの協議
資料収集

17 6月27日 木
PMDイスラマバード本局の調査

資料収集

サッカル気象レーダー観測所予定
地のサイト調査

資料収集、積算調査、建設材料単
価調査

PMDラホールとの協議
資料収集

サッカル気象レーダー観測所予
定地のサイト調査

資料収集、積算調査、建設材料
単価調査

PMDラホールとの協議
資料収集

18 6月28日 金
PMDイスラマバード本局の調査

資料収集

サッカル気象レーダー観測所予定
地のサイト調査

資料収集
サッカル→イスラマバード

PMDラホールとの協議
資料収集

ラホール→イスラマバード

サッカル気象レーダー観測所予
定地のサイト調査

資料収集
サッカル→イスラマバード

PMDラホールとの協議
資料収集

ラホール→イスラマバード

19 6月29日 土 資料収集、内部打合せ 資料収集、内部打合せ 資料収集、内部打合せ 資料収集、内部打合せ 資料収集、内部打合せ

20 6月30日 日 資料収集、内部打合せ 資料収集、内部打合せ 資料収集、内部打合せ 資料収集、内部打合せ 資料収集、内部打合せ

21 7月1日 月 PMDイスラマバード本局との協議
イスラマバード→カラチ

PMDカラチとの協議
PMDイスラマバード本局の調査

資料収集
イスラマバード→カラチ

PMDカラチとの協議
PMDイスラマバード本局の調査

資料収集

22 7月2日 火
イスラマバード→カラチ

シンド州環境保護局との協議
シンド州中央警察との協議

シンド州環境保護局との協議
PMDイスラマバード本局との協議

資料収集
シンド州中央警察との協議

シンド州環境保護局との協議

PMDイスラマバード本局との協
議

資料収集

23 7月3日 水
PMD及びJICAカラチ安全担当者

との協議
PMDカラチとの協議

PMD及びJICAカラチ安全担当者
との協議

PMDカラチとの協議

PMDイスラマバード本局との協議
資料収集

PMD及びJICAカラチ安全担当者
との協議

PMDカラチとの協議

PMDイスラマバード本局との協
議

資料収集

24 7月4日 木
PMDカラチとの協議

カラチ→イスラマバード
PMDカラチとの協議

カラチ→イスラマバード
PMDイスラマバード本局との協議

資料収集
PMDカラチとの協議

カラチ→イスラマバード

PMDイスラマバード本局との協
議

資料収集

25 7月5日 金
PMDイスラマバード本局との協議

資料収集
資料収集、積算調査、建築材料単

価調査
PMDイスラマバード本局との協議

資料収集
資料収集、積算調査、建築材料

単価調査

PMDイスラマバード本局との協
議

資料収集

26 7月6日 土 資料収集、内部打合せ 資料収集、内部打合せ 資料収集、内部打合せ 資料収集、内部打合せ 資料収集、内部打合せ

27 7月7日 日 資料収集、内部打合せ 資料収集、内部打合せ 資料収集、内部打合せ 資料収集、内部打合せ
資料収集、内部打合せ

イスラマバード→

28 7月8日 月
PMDイスラマバードでのサイト調

査
資料収集

PMDイスラマバードでのサイト調査
資料収集

PMDイスラマバードでのサイト調
査

資料収集

PMDイスラマバードでのサイト調
査

資料収集
→東京

29 7月9日 火
PMDイスラマバード本局との協議

資料収集
PMDイスラマバードでのサイト調査

資料収集

PMDイスラマバードでのサイト調
査

資料収集

資料収集、積算調査、建築材料
単価調査

30 7月10日 水
PMDイスラマバード本局との協議

資料収集
PMDイスラマバード本局との協議

資料収集
PMDイスラマバード本局との協議

資料収集
資料収集、積算調査、建築材料

単価調査

31 7月11日 木
PMDイスラマバード本局との協議

資料収集
PMDイスラマバード本局との協議

資料収集
PMDイスラマバード本局との協議

資料収集

PMDイスラマバード本局との協議
資料収集

イスラマバード→サッカル

32 7月12日 金
PMDイスラマバード本局との協議
JICAパキスタン事務所への報告

PMDイスラマバード本局との協議
JICAパキスタン事務所への報告

PMDイスラマバード本局との協議
JICAパキスタン事務所への報告

自然条件調査フォローアップ
（サッカル気象レーダー観測所予

定地）
サッカル→イスラマバード

33 7月13日 土 資料収集、内部打合せ 資料収集、内部打合せ 資料収集、内部打合せ 資料収集、内部打合せ

34 7月14日 日
資料収集、内部打合せ

イスラマバード→
資料収集、内部打合せ

イスラマバード→
資料収集、内部打合せ

イスラマバード→
資料収集、内部打合せ
イスラマバード→カラチ

35 7月15日 月 →東京 →東京 →東京 PMDカラチとの協議

36 7月16日 火
PMDカラチとの協議

カラチ→

37 7月17日 水 →東京

サッカル気象レーダー観測所予定地（PMDローリ・サッカル気象観測所）及びPMDサッカル空港気象事務所のサイト調査
サッカル地方警察事務所との協議

サッカル→イスラマバード

PMDイスラマバード本局との協議、ミニッツ内容確定

イスラマバード→東京

JICAパキスタン事務所との協議、PMDイスラマバード本局・内閣
府航空部・国家防災管理庁・経済統計省経済課・連邦洪水委員

会・在パキスタン日本大使館への表敬訪問

→イスラマバード

(１)　現地調査
コンサルタント団員

ミニッツ署名、JICAパキスタン事務所への報告、在パキスタン日本大使館への報告

事務所との協議、PMDイスラマバード本局・内閣府航空部・国家防災管理庁・経済統計省経済課・連邦洪水委員会・在パキスタン日本大使館

PMDイスラマバード本局との協議、ミニッツ内容確認
イスラマバード→サッカル

官団員

調査日程

PMDイスラマバード本局との協議、ミニッツ内容確認
イスラマバード→サッカル

サッカル気象レーダー観測所予定地（PMDローリ・サッカル気象観測所）及びPMDサッカル空港
気象事務所のサイト調査

サッカル地方警察事務所との協議
サッカル→イスラマバード

PMDイスラマバード本局との協議、ミニッツ内容確定

ミニッツ署名、JICAパキスタン事務所への報告、在パキスタン日本大使館への報告
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    (２)　準備調査報告書（案）現地説明

赤津　邦夫 小野　済 内田　善久 松村　剛志

2020年

総括

JICA
国際協力専門員

計画管理

JICA地球環境部　防災グループ
防災第一チーム　主任調査役

業務主任／気象レーダー計画／
運営維持管理

副業務主任／調達計画／積算

1 1月20日 月 東京→イスラマバード

2 1月21日 火
PMD本局との協議、準備調査報告書

（案）説明、資料収集

3 1月22日 水
PMD本局との協議、準備調査報告書

（案）説明、資料収集

4 1月23日 木
PMD本局との協議、準備調査報告書

（案）説明、資料収集

5 1月24日 金
PMD本局との協議、準備調査報告書

（案）説明、資料収集

6 1月25日 土 資料収集、内部打合せ

7 1月26日 日 資料収集、内部打合せ

8 1月27日 月 東京→イスラマバード 東京→イスラマバード
PMD本局との協議、準備調査報告書

（案）説明、資料収集
東京→イスラマバード

9 1月28日 火
PMD本局との協議、ミニッツ内容確

認
PMD本局との協議、ミニッツ内容確

認
PMD本局との協議、ミニッツ内容確

認
PMD本局との協議、ミニッツ内容確

認

10 1月29日 水
ミニッツの完成及び署名、JICAパキ

スタン事務所への報告
イスラマバード→

ミニッツの完成及び署名、JICAパキ
スタン事務所への報告

イスラマバード→

ミニッツの完成及び署名、JICAパキ
スタン事務所への報告

ミニッツの完成及び署名、JICAパキ
スタン事務所への報告

11 1月30日 木 →東京 →東京
PMD本局との協議、資料収集、PMD国

内手続き支援
PMD本局との協議、資料収集、PMD国

内手続き支援、積算調査

12 1月31日 金
PMD本局との協議、資料収集、PMD国

内手続き支援
PMD本局との協議、資料収集、PMD国

内手続き支援、積算調査

13 2月1日 土 資料収集、内部打合せ 資料収集、内部打合せ

14 2月2日 日 資料収集、内部打合せ 資料収集、内部打合せ

15 2月3日 月
PMD本局との協議、資料収集、PMD国
内手続き支援、JICAパキスタン事務

所への報告

PMD本局との協議、資料収集、PMD国
内手続き支援、JICAパキスタン事務

所への報告

16 2月4日 火
PMD本局との協議、資料収集、PMD国

内手続き支援
PMD本局との協議、資料収集、PMD国

内手続き支援

17 2月5日 水
資料収集、内部打合せ

イスラマバード→
資料収集、内部打合せ

イスラマバード→

18 2月6日 木 →東京 →東京

官団員 コンサルタント団員

調査日程
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資料 ３． 関係者（面会者）リスト 

 

 経済・統計省、経済課（Economic Affairs Division, Ministry of Economic Affairs and Statistics） 

Mr. Muhammad Muddassav  Section Officer Japan-I 

 内閣府、航空部（Aviation Division, Cabinet Secretariat） 

Mr. Imran Jamil Shami  Sr. Joint Secretary-I 

Mr. Abdul Razzaq Bhatti Deputy Secretary 

Ms. Anum Naeem Assistant Director 

 パキスタン気象局（Pakistan Meteorological Department：PMD） 

イスラマバード本局（Head Quarter Office, Islamabad） 

Mr. Muhammad Riaz Director General 

Mr. Hazrat Mir Chief Meteorologist (National Drought Monitoring & Early 

Warning Center) 

Dr. Muhammad Hanif Chief Meteorologist (Research & Development) 

Mr. Jan Muhammad Khan Director (Planning) 

Mr. Zaheer Ahmad Babar Director (National Weather Forecasting Center) 

Mr. Sabir Khan Meteorologist (National Weather Forecasting Center) 

Mr. Forooq Dar Meteorologist (National Weather Forecasting Center) 

Dr. Jehangir Awan Programmer 

Mr. Malik Rizwan Asghar Programmer 

 

ローリ・サッカル気象観測所（Rohri-Sukkur Observatory） 

Mr. Ghulam Sarwar Met-Assistant (In charge of the Observatory) 

Mr. Maqsood Ahemad Senior Observer 

Mr. Shabaz Hussain Senior Observer 

Mr. Javed Ahmed Observer 

 

サッカル空港気象観測所（Sukkur Airport Observatory） 

Mr. Pir Buksh Met-Assistant 

 

ラホール洪水予報部（Flood Forecasting Division, Lahore） 

Dr. Azmat Hayat Khan Chief Meteorologist 

Mr. Mahr Sahibzad Khan Director 

Mr. Muhammad Aslam Director 

Mr. Akhiar Mahmood Meteorologist 

Mr. Saqib Hussain Meteorologist 
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ラホール地方気象センター（Regional Meteorological Center Lahore） 

Mr. Mian Muhammad Ajmal Shad Director 

 

カラチ気象事務所（Meteorological Complex, Camp Office, Karachi） 

Mr. Sardar Sarafaraz Chief Meteorologist 

Mr. Abdul Qayoom Bhutto Director (Forecasting) 

Mr. Ameer Hider Director (Tropical Cyclone Warning Center) 

Mr. Shahid Abbas Director (Regional Meteorological Center) 

Mr. Asif Hussain Programmer 

Mr. Muhammad Kashif Programmer 

 国家防災管理庁（National Disaster Management Authority：NDMA） 

Mr. Muhammad Idrees Mahsud Member 

Mr. Raza Iqbal, TI(M) Director 

Mr. Abdul Latif Assistant Director 

 連邦洪水委員会（Federal Flood Commission：FFC） 

Mr. Ahmed Kamal  Chief Engineering Advisor & Chairman 

Mr. Ashhok Kumar  Senior Engineer 

Mr. Yawar Rasheed Assistant Engineer (Floods) 

 シンド中央警察（Sindh Central Police） 

Dr. Syed Kaleem Imam Inspector General of Police, Sindh 

Mr. Nasir Aftab Deputy Inspector General, Operation 

 サッカル地方警察（Regional Police Sukkur） 

Dr. Jamir Ahmed Additional Inspector General of Police, Karachi, Sindh 

Mr. Ifran Ali Samo Senior Superintendent of Police, Sukkur 

 シンド建築管理局（Sindh Building Control Authority） 

Mr. Amir Kamal Jafri Regional Director Sukkur 

Mr. Roshan Ali Assistant Director 

 シンド州政府環境保護庁（Environmental Protection Agency, Government of Sindh） 

Mr. Naeem Ahmed Mughal Director General 

Mr. Waqar Hussain Phulpoto Additional Director General 

Mr. Imran Sabir Deputy Director (Technical) 

 サッカル電力会社（Sukkur Electrical Power Company：SEPCO） 

Mr. Manzoor Hussain Soomro Executive Engineer 
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Mr. Munawar Bhatti Head Drafts Man 

 サッカル IBA 大学（Sukkur IBA University） 

Mr. Zahid Hussain Khand Registrar 

Mr. Abdul Jabbar Soomro Project Director 

 在パキスタン日本大使館（Embassy of Japan in Pakistan） 

時田 裕士  参事官 

土屋 泰司  一等書記官 

 独立行政法人国際協力機構 パキスタン事務所（Japan International Cooperation Agency, Pakistan 

Office） 

古田 成樹 JICA パキスタン事務所 所長 

尾上 能久 JICA パキスタン事務所 次長 

萩原 律子 JICA パキスタン事務所 職員 

Mr. M. Abrar Khan JICA パキスタン事務所 プログラム・オフィサー 

長谷川 庄司  JICA 専門家 

Mr. Lt Col (R) Qutaibah Saleem  JICA 安全アドバイザー（シンド州） 
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